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第 1 章 調査の背景と目的 

1.1 調査の背景 

地球温暖化の対応が世界で求められる昨今、途上国における気候変動緩和策は、気候変動枠組

条約（UNFCCC）第 15 回締約国会議（COP15）におけるコペンハーゲン合意以降、COP16 カン

クン合意、COP17 ダーバン決定を経て、国別緩和行動計画（NAMA）の策定や温室効果ガスイン

ベントリの作成、及び国別報告書に加えてそれらを国際的に報告する隔年更新報告（BUR）の作

成を行うことなどが決定されている。そして COP17 では、2020 年以降にすべての国が参加する

気候変動対策の法的枠組みについて 2015 年までを目途に議論を進めることが合意され、カンク

ン合意・ダーバン決定の実施のための作業計画が COP18 において合意された。他方、途上国にお

ける気候変動適応策は、マラケシュ合意に基づき後発開発途上国（LDC）において緊急性の高い

適応ニーズに対応するための国家適応行動計画（NAPAs）が策定されてきたが、カンクン合意、

ダーバン決定を経て、すべての国において中長期的な適応ニーズへの対応を国家開発計画等に主

流化していくことを目的とした国家適応計画(NAPs)の検討が進められようとしている。 

途上国における NAMA、NAPs 等の様式・内容は定まったものはなく、各国が個々の能力に応

じた自主的な取り組みを行い、先進国が必要な支援を行うことが求められている。現在島嶼国地

域等において、国別報告書（National Communications）や NAMA の基礎となる国家気候変動計画

/戦略の策定が進められている。 

かかる状況を踏まえ、島嶼国地域の開発途上国を対象として、国家開発計画/戦略と整合した

NAMA や NAPs の策定及び実施に向けて、島嶼国開発途上国の能力強化を目的とした基礎情報収

集・確認調査を行った。 

 

1.2 調査の目的 

本業務では、気候変動に関する国際交渉の状況を踏まえて、島嶼国開発途上国を対象として、

各国における NAMA、NAPs の策定・検討および実施に関する情報を取りまとめ、各国における

気候変動対策の推進にあたって必要な課題や能力強化について調査し、提言をまとめる。 

調査の主な内容は、文献調査に加えて、対象国から気候変動対策の計画・実施に携わる担当官

等を招聘し、セミナーを開催した。また、第 20 回気候変動対策枠組条約締約国会議（COP20）に

参加し、島嶼国の関係者との対話・情報収集を行うと同時に、最新の気候変動国際交渉の状況を

踏まえた提言を行った。 
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1.3 調査対象地域 

太平洋地域、カリブ海地域、その他地域のうち、対象国は以下 21 ヶ国と 2 地域機関である。

地域的な内訳として、太平洋地域 12 カ国、カリブ海地域 8 カ国、アフリカ地域 1 カ国を対象と

した。 

 

地域 国名 

太平洋 クック諸島、フィジー、キリバス、マーシャル諸島、ナウル、パラオ、パプアニ

ューギニア、サモア、ソロモン諸島、ツバル、バヌアツ、モルディブ 

カリブ海 アンティグア・バーブーダ、バルバドス、ベリーズ、ドミニカ共和国、グレナダ、

ガイアナ、セントルシア、トリニダード・トバゴ 

アフリカ カーボヴェルデ 

その他 カリブ共同体気候変動センター（5Cs）、太平洋地域環境計画（SPREP） 

1.4 調査内容 

本調査は、国内調査として文献調査及びセミナーの開催、現地調査として COP20 での情報収

集・意見交換等を実施した。調査の詳細は下記のとおりである。 

(1) 文献調査 

各国が UNFCCC に提出している国別報告書や、国家開発計画、国際機関・ドナーの資料・デ

ータ等をもとに、各国における気候変動対策（NAMA、NAPs の計画および実施状況を含む）に

ついての現状を取りまとめた。 

また、文献調査の結果は、セミナーにおける資料として、セミナー参加者に配布した。 

(2) セミナーの開催 

セミナーについて対象国の政府関係者の招聘、セミナー開催に係る準備を貴機構と協議の上、

実施した。対象国の政府関係者を招聘し、日本の有識者等を招き、気候変動対策の計画・実施に

関するセミナーを開催、参加者間の意見交換や日本の知見の共有等を踏まえ、課題を整理し、能

力向上策を検討した。 

セミナー概要 

日時：2014 年 7 月 2 日～4 日 3 日間（2 日間：会議、1 日間：現場見学） 

場所：ホテル椿山荘 

参加者：21 ヶ国から 21 名、2 地域機関から 2 名 

(3) COP20 への参加 

COP20 に参加し、サイドイベント等の場において、島嶼国開発途上国の関係者との対話・情報

収集を行った。本件業務の成果の結果概要をとりまとめ、国際交渉関係者、開発途上国政府関係

者に対する情報発信等を行った。また、気候変動国際交渉・国際制度にかかる最新の情報を収集

した。 
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第 2 章 文献調査 

2.1 文献調査の目的 

文献調査は下記の 2 テーマについて、情報を整理し、結果をとりまとめた。 

1) 島嶼国の気候変動対策 

各国が UNFCCC に提出している国別報告書や、国家開発計画、国際機関・ドナーの資料・デ

ータ等をもとに、各国における気候変動対策（NAMA、NAPs の計画および実施状況を含む）に

ついての現状を取りまとめた。また、文献調査の結果は、セミナーにおける資料として参加者に

配布した。 

本調査の対象国である 21 カ国について、各国の LEDS、NAMA、NAPA 策定及び実施に関す

る文献分析及び関連用語の整理を行い、各国における LEDS、NAMA、NAPA の計画および実施

についての現状を、下記に示す項目ごとに英語にて取りまとめた。 

表 2-1 文献調査対象国及び主な調査項目 

対象国 アンティグア・バーブーダ、バルバドス、ベリーズ、カーボヴェルデ、クック諸島、

ドミニカ共和国、フィジー、グレナダ、ガイアナ、キリバス、モルディブ、マーシ

ャル諸島、ナウル、パラオ、パプアニューギニア、セントルシア、サモア、ソロモ

ン諸島、トリニダード・トバゴ、ツバル、バヌアツ 
主な調査項目 ‐国家開発計画 

‐気候変動分野に関する制度及び組織概要 

‐適応策及び緩和策に関する施策 

‐気候変動に関する施策及び制度の整備状況 

‐GHG インベントリー 

‐緩和策に関する主要施策 

‐適応策に関する主要施策 

‐気候変動に関する主要プロジェクト 

 

2) 日本の自治体の低炭素／持続可能な都市づくり 

日本の地方自治体の低炭素／持続可能な都市づくりに向けた取組をレビューし、優良事例の抽

出と知見の整理を行った。さらに、各国援助機関、国際機関、NGO 等が導入している適応能力評

価手法、評価指標の事例、及び気候変動対策におけるジェンダー配慮の考え方・具体的事例を調

査し、結果をとりまとめた。 

 

文献調査の結果は添付資料 1に整理している。 
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第 3 章 セミナーの開催 

3.1 セミナー概要 

2014 年 7 月 2 日から 3 日間、東京において「島嶼国向け気候変動政策対話」と題した国際会

議を開催、太平洋・カリブ海地域の 21 ヵ国と 2 地域機関の気候変動交渉官及び日本政府関係者

が、気候変動対策について議論を交わす場として実施した。本セミナーは、外務省及び国際協力

機構（JICA）のほか、経済産業省，外務省，環境省から島嶼国に対し、日本の気候変動対策や支

援について紹介するとともに，第 20 回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP20）に向けた気候

変動交渉に関する意見交換を行うことを目的として開催した。 

セミナー参加国は、アンティグア・バーブーダ、バルバドス、ベリーズ、カーボヴェルデ、ク

ック諸島、ドミニカ共和国、フィジー、グレナダ、ガイアナ、キリバス、モルディブ、マーシャ

ル諸島、ナウル、パラオ、パプアニューギニア、セントルシア、サモア、ソロモン諸島、トリニ

ダード・トバゴ、ツバル、バヌアツの 21 カ国と５Cs と SPREP の 2 地域機関である。 

下記にセミナーの参加者を一覧に整理する。 

表 3-1 島嶼国セミナー参加者 

Antigua and Barbuda 
H.E. Ms. Diann Christine 
Black-Layne 

Ambassador for Climate change 

Barbados 
Mr. Mohammed Iqbal Degia Senior Foreign Service officer, Ministry of Foreign Affairs and 

foreign Trade 
Belize 
Ms. Ann Josephine Gordon National Climate Change Coordinator, Ministry of Forestry, 

Fisheries and Sustainable Development 
Republic of Cape Verde 
Mr. Carlos Fernandes Semedo Director General 
Cook Islands 
Ms. Anna Tiraa Director, Climate Change Cook Islands, Office of the Prime 

Minister 
Dominican Republic 
Mr. Omar Bolivar Ramirez Tejada Executive Vice President of the National Council on Climate 

Change and the Clean Development Mechanism 
Republic of Fiji 
Dr. Mahendra Kumar Director for Climate Change, Ministry of Foreign Affairs and 

International Co-operation 
Grenada 
Dr. Spencer Linus Joseph Thomas Senior Negotiator 
Republic of Guyana 
Mr. Andrew Ranji Bishop Chief Negotiator 
Republic of Kiribati 
Mr. Tutu Tekanene Senior Assistant Secretary of the Office of the Beretitenti 
Republic of Maldives 
Mr. Husny Mareer Mohamed Assistant Director, Department of Climate Change and Energy, 

Ministry of Environment and Energy 
Republic of the Marshall Islands 
Mr. Bruce Kijiner Director, Office of Environmental Planning and Policy 
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Coordination 
Republic of Nauru 
Mr. Rennier Stanislaus Gadabu AOSIS Attache, Mission of the Republic of Nauru to the United 

Nations 
Republic of Palau 
Ms. Charlene Takako Mersai National Environmental Planner/ Climate Change Coordinator, 

Office of Environmental Response& Coordination, Office of the 
President 

Independent State of Papua New Guinea 
Ms. Rensie Xhira Bado Panda Senior Policy Analyst and Focal Point International Climate 

Change Negotiations 
Saint Lucia 
Ms. Annette Areatha Rattigan-Leo Senior Officer 
Independent State of Samoa 
Ms. Anne Rasmussen Assistant Chief Executive Officer, GEF Negotiator for Climate 

Change 
Solomon Islands 
Mr. Hudson Ata Kauhiona Deputy Director, Climate Change Division, Ministry of 

Environment, Climate Change, Disaster Management and 
Meteorology 

Republic of Trinidad and Tobago 
Ms. Rueanna Haynes Second Secretary 
Tuvalu 
Mr. Kiali Molu Chief of Protocol, Ministry of Foreign Affiars, Trade, Tourism, 

Environment and Labour 
Republic of Vanuatu 
Mr. Noel Lango Political Advisor to the Minister for Climate Change Adaptation
Caribbean Community Climate Change Center(5Cs) 
Dr. Kenrick Redford Leslie Executive Director,  
Secretariat of the Pacific Regional Environment Programme(SPREP) 
Mr. David Albert Sheppard Director General 

 

また，セミナーの 2 日目には日本の先端的な環境技術を活用したスマートビルディング（緩和

技術）や沿岸地域の防災設備である津波等の防波実験施設（適応技術）の視察等を行った。 

 

3.2 セミナー報告 

セミナーのアジェンダは下表に示すとおりである。セミナーは 1 日目及び 3 日目に島嶼国の気

候変動交渉官と日本政府関係者等の協議を行い、2 日目に日本の最新省エネ技術を導入した事例

と津波の実験施設見学を行った。 

表 3-1 島嶼国政策対話アジェンダ 
7 月 2 日（1 日目） 

Session 1 Climate Change - Preparation of national contributions of SIDS 
Adaptation in the new framework loss and damage -  

Session 2 Current situation of Joint Crediting Mechanism (JCM) and future vision 
Session 3 Japan’s development policy and activities on climate change in SIDS 
7 月 3 日（2 日目） 

 Presentation on climate change by private companies: Nihon Genryo Co.,Ltd, 
Blest.Co.Ltd., Komai Haltec Inc. and Hitachi, Ltd. 
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Site visit 1 Visit to Central Research Institute of Electric Power Industry (CRIEPI) 
Site visit 2 Visit to Mayekawa MFG. Co., Ltd. 
Site visit 3 Visit to Tokyo Skytree 
7 月 4 日（3 日目） 

Session 4 Open discussion with local government, private companies, NGO on cooperation 
approach between Japan and the SIDS in international negotiation 

Session 5 NAMA workshop  

 

3.3 セミナーまとめ 

「島嶼国気候変動政策対話」における議事内容をセッション毎にまとめる。 

 
1. 1 日目 （2014 年 7 月 2 日） 
- オープニングリマーク：外務省 地球規模課題審議官 香川剛廣 
- 挨拶：JICA 地球環境部 部長 不破雅実 

 
プログラム Session1: Climate Change - Preparation of national contributions of SIDS 

Adaptation in the new framework loss and damage -  
議長 外務省 国際協力局参事官 南 博 
発表者 1. Ambassador for Climate Change, Antigua and Barbuda, H.E. Ms. Diann 

Chiristine Black-Layne  
2. Director, Office of Environmental Planning and Policy Coordination, Republic of 

the Marshall Islands, Mr. Bruce Kijiner  
3. Senior Policy Analyst and Focal Point International Climate Change Negotiations, 

Independent States of Papua New Guinea, Ms. Rensie Xhira Bado Panda 
発表内容 

1. アンティグア・バーブーダ 
- 気候変動の影響と求められる適応策 
2. マーシャル諸島 
- マーシャル諸島の約束草案(Intended Nationally Determined Contribution: INDC)への取り組

み 
- INDC に適応策を取り入れる必要性 
3. パプアニューギニア 
- パプアニューギニアにおける気候変動対策 (Vision 2050, the Development Strategic Plan 

2010-2030, and the Medium Term Development Plan 2011-2015)  
- 気候変動対策として今後注力したい分野と日本の支援の必要性 

意見交換 
事前に招聘者に提示されていた Session1 の論点は以下のとおりである。 
 小島嶼開発途上国（Small Island Developing States: SIDS）における INDC の国内準備はど

のように始め、強化することができるか。それに対して先進国はどう支援できるか。 
 2015 年合意において適応策はどう位置づけられるべきか。 
 UNFCCC の交渉において、「損失と被害」をどう扱うべきか。 

 
上記論点及び 1~3 の発表をふまえ、各国参加者よりコメントが寄せられた。主要な意見を下

記に記載する。 

 
1. カリブ共同体気候変動センター（Caribbean Community Climate Change Center: 5Cs） 
- ハリケーンを含む異常気象の頻度は年々増加傾向であり、加えてアンティグア・バーブー

ダが指摘した損害保険の問題（現状では保険料は先進国と比較しても高い）は重要課題で
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ある。 
 

2. ガイアナ 
- INDCでは緩和策が必須要素であるが、発展途上国に対して緩和策が望まれるのであれば、

先進国からの支援が不可欠である。また、INDC には緩和策だけでなく適応策やそのため

に必要な技術移転等も含まれるべきである。 
- 「損失と被害」に対してはアンティグア・バーブーダが主張するように、損害保険へのア

クセスの改善が必要。 
- 森林は CO2 吸収源という緩和策の側面、及び洪水対策等の適応策の側面（マングローブ

が適応策の好例）双方に貢献できる分野である。それゆえ 2015 年合意での REDD+の進展

を望んでいる。 
- 人口が少なく面積も狭い SIDS にとっては、地域協力によりクリティカルマスを達成する

ことが重要である。 
 

3. トリニダード・トバゴ 
- 現在の INDC の定義には疑問（特に適応策の扱い）があるが、島嶼国は NAMA の背景の

なかで INDC の準備をしている。日本の INDC への取り組みと気候変動サミットにおける

声明発表の予定があるかどうかを教えてほしい。 
→【外務省】：2014 年 9 月の気候変動サミットへの出席者やどのような声明を出せるかは

現在議論中。なお、首相は 2014 年 7 月にカリブ海諸国を訪問予定であり、加えて 9 月に

はサモアでの SIDS 会議に外務大臣が参加予定である。 

 
4. 太平洋地域環境計画 (Secretariat of the Pacific Regional Environment Programme: SPREP) 
- 異常気象は頻度だけでなく、その激しさも増していることは IPCC レポートでも強調され

ている 
- 行政機関の能力向上（特に資金を受領し管理していく能力）が必要。クック諸島の財務制

度改革が興味深い事例。 
- SIDS 国際会議は 10 年に一度全ての島嶼国が参加するという点でユニークな機会である

（第三回 SIDS 国際会議が 2014 年 9 月にサモアで開催予定）。それゆえ、これをどう戦略

的に活用していくか、2015 年合意のことも含め議論すべきだろう。 

 
5. グレナダ 
- SIDS における適応策の実施手段は、SIDS の財政、能力向上、技術の観点から十分な検討

が行われるべきである。特に財政面に関して言えば、ローンは既に負債を多く抱えている

この地域には不向きであると考える。 
 

6. フィジー 
- 島嶼国は国家規模が小さいことから保険等の問題でも誰も支援をしようとしない。資金の

獲得を可能にするためにも国毎ではなく、島嶼国として結束することが必要。日本にも継

続的な支援をお願いしたい。 

 
7. サモア 
- 2015 年合意に適応策を入れることを期待している。研究調査・政策策定・報告書作成だ

けでなく、適応策をプロジェクトとして現場で実施することが重要だと考える。 

 
8. クック諸島 
- 2012 年以降の近況を報告する。 
I. Climate and disaster policy compatible development policy 2013-2016 を策定 
II. NAMA の再生可能エネルギー分野については日本の PEC 基金の支援を受けて策定 
III. INDC については限られた人的リソースを理由に 2016 年 3 月までの策定はかなり困難 



島嶼国 気候変動政策情報収集支援業務 

最終報告書 

 

8 

IV. UNFCCC の第三次報告書は現在作成中 

 
9. セントルシア 
- INDC についてはまだ特に決定していないが、交通におけるエネルギー分野は記載される

だろう。中国からエネルギー分野への支援を受けており、複数のプロジェクトが現在も進

行中である。 

 
10. ソロモン諸島 
- 電化率は 20％のため、再生可能エネルギー導入に可能性を感じている。 

 
【JICA】：JICA としては災害リスク削減（Disaster Risk Reduction: DRR）への投資について話

したい。現在 JICA では頻発する異常気象による長期的な経済成長への影響を考慮した経済予

測モデルを作成している。既にパキスタンとホンジュラスのデータを活用しており、このモ

デルを島嶼国にも広げたいと考えている。そのためこの分野への投資の重要性について理解

をしてほしい。 

 
【議長】：全体の要約ではないが、下記の点に関していくつか私見を述べる。 

 
INDC：SIDS が INDC に取り組むには限られた能力が制約となるため、先進国の支援が必要

である。また、緩和策以外にも考えていく必要があると感じている。  
適応策：2015 年合意に適応策をどう組み込みかはさらに議論が必要である。 
資金：途上国が必要とする金額と先進国が支払える金額には大きなギャップがある。そこは

依然として大きな課題である。 
技術開発：個人的な考えとして、UNFCCC だけが気候変動問題の解決策だとは捉えていない。

高効率石炭火力発電や CO2 回収貯留(Carbon Capture and Storage: CCS)のような先進技術を開

発し、それを島嶼国含む途上国に輸出することもひとつの策になるはずである。 
パリでの COP21 までの期間が気候変動対策にとって非常に重要であり、今回の政策対話を将

来の交渉に向けた有意義なインプットの場にして頂きたい。 

 
プログラム Session2: Current situation of Joint Crediting Mechanism (JCM) and future vision 
議長 外務省 国際協力局気候変動課 課長 田村 政美 
発表者 1. 外務省 国際協力局気候変動課 課長 田村 政美 

2. 経済産業省 地球環境連携・技術室 課長補佐 蓮沼 佳和 
3. 環境省 市場メカニズム室 伊藤 貴輝 
4. National Environmental Planner/ Climate Change Coordinator, Office of 

Environmental Response& Coordination, Office of the President, Republic of 
Palau, Ms. Charlene Takako Mersai  

5. Assistant Director, Department of Climate Change and Energy, Ministry of 
Environment and Energy, Republic of Maldives, Mr. Husny Mareer Mohamed  

発表内容 
1. 外務省 
- JCM の概要 
- JCM の今後の見通し（ロードマップ） 
2. 経済産業省 
- 経済産業省による具体的な JCM への取り組み 
3. 環境省 
- 環境省による具体的な JCM への取り組み 
4. モルディブ 
- モルディブにおける JCM への取り組み 
5. パラオ 
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- パラオにおける JCM の進捗状況と今後の期待 
 

意見交換 
上記論点及び 1~5 の発表をふまえ、各国参加者より以下のコメントが寄せられた。主要な意

見を下記に記載する。 

 
1. ナウル 
- JCM には期待しているが、一方で温暖化対策には世界全体の CO2 排出量削減が必要であ

るため、日本国内での削減についてどう考えているのかを教えてほしい。 
→【外務省】：CO2 削減コストを考えると日本国内よりも途上国の方が効率的に温暖化対

策に貢献できる。一方で当然、日本国内においても固定価格買い取り制度や炭素税など

様々なツールがあり、引き続き努力をしていく。 
 

2. ガイアナ 
- JCM によって認められた炭素クレジットの分配はどうなるのか。 

→【環境省】： MRV を経て認められた炭素クレジットは日本政府と相手国政府で構成さ

れるプロジェクト参加者に発行されるが、その分配比率は当事者間で自由に決められる。

環境省の事例では、事業の半分を環境省が補助金として支援しているため、炭素クレジッ

トの少なくとも半分は日本政府側に、残りの分配はプロジェクト参加者に任せるという形

式をとっている。 
- 世界全体の CO2 排出量削減の観点から、JCM における追加性の設計について伺いたい。

→【環境省】：JCM の方法論では、「リファレンス排出量とプロジェクト排出量の差」が

炭素クレジットになる。CDM では「BAU 排出量とプロジェクト排出量の差」であったが、

JCM におけるレファレンス排出量は BAU 排出量よりも保守的に算定するため、JCM の方

がより保守的な手法で算出しており、追加性の考えが制度の中に既に含まれているといえ

る。 
 

3. カーボヴェルデ 
- カーボヴェルデは 2015 年に 50％（現在 25％程度）、2030 年に 80％を再生可能エネルギー

で賄うという野心的な目標を掲げており、その達成のためにも JCM には期待している。

→【外務省】：カーボヴェルデでのビジネスに興味を持つ本邦企業を見つける必要があり、

そのためにも本邦企業への情報発信が重要と考える。支援メニューは JCM に限らず様々

あり、状況に応じて適切な支援方法を検討すべきである。 
 

4. SPREP 
- JCM の検証について説明してほしい。 

→【外務省】：検証は指定運営組織 (Designated Operational Entity: DOE)もしくは ISO14065
認証機関の第三者機関が実施する。 

- 2020 年以降の JCM の見通しを教えてほしい。 
→【外務省】そこについてはわからないというのが正直な回答。UNFCCC で合意された

ことに基づき、それに矛盾しないかたちに JCM を適応させていく必要はあると考えてい

る。 
 

5. アンティグア・バーブーダ 
- CDM は登録が複雑であることに加えて島嶼国は CO2排出量が少なく、それが登録の障害

になっている。それゆえ JCM には高い関心があるが、締結国になるにはどのようなプロ

セスが必要なのか。 
→【外務省】：JCM の署名に至るまでには、二国間での協議、さらには COP や SB 開催期

間中に複数の議論を持つこともある。一般的に署名までには複数の省庁が関わるため時間

がかかることもある。しかし、日本政府はどの国とも簡単に署名できるわけではないこと

は認識してほしい。適切な低炭素技術を所有する本邦企業が当該国で事業を行うことによ



島嶼国 気候変動政策情報収集支援業務 

最終報告書 

 

10 

り、確実な CO2 排出量の削減を達成することが必要。 

  
6. フィジー 
- アジア開発銀行と日本政府との間で設置された信託基金「二国間クレジット制度日本基

金」が島嶼国で活用される可能性を教えてほしい。 
→【環境省】：この基金は既存の ADB の融資プロジェクトに加え、低炭素技術導入に必要

な追加融資を可能にする。現在このスキーム活用に関する技術ガイドラインが作成中であ

り、2014 年 7 月か 8 月に公開される予定であるため、それを参照されたい。 
 

7. ソロモン諸島 
- JCM の報告やモニタリングのガイドラインと UNFCCC や IPCC のガイドラインとの整合

性はどうなっているのか。CDM は過去にひとつも登録できなかったが、社会経済的便益

から JCM に期待している。 
→【環境省】：日本は JCM の活用に関して、決定 19/CP18 に基づく共通様式を含む隔年報

告書に記入して、国連に報告していく。 

 
8. マーシャル諸島 
- JCM による排出削減の長期的な予測モデルは存在するか。 

→【外務省】：JCM による成果（クレジット創出）はまだ明らかになっていないが、有望

なプロジェクトがインドネシアやベトナムを中心に生まれてきている。特に省エネルギー

分野は CDM では注目されていなかったが、本邦企業の強みであるため JCM では押し出

したいと考えている。 

 
【議長】：JCM は地球温暖化対策として可能性のあるオプションのひとつということは認識

してほしい。 

 
プログラム Session3: Japan’s development policy and activities on climate change in SIDS 
議長 国際協力機構(JICA)地球環境部 技術審議役 気候変動対策室長 森 尚樹 
発表者 1. 外務省 国際協力局気候変動課 課長 田村 政美 

2. JICA 地球環境部気候変動対策室 副室長 佐藤 一朗 
発表内容 

1. 外務省 
- 地球温暖化対策への外務省の方針（ACE: Actions for Cool Earth） 
2. JICA 
- 島嶼国の気候変動適応策における JICA の役割 
- 島嶼国における適応策に関連するプロジェクト 

意見交換 
JICA の佐藤氏から以下の論点が提示された。 
 どのような支援が自国で必要か  
 適応策のプロジェクト実施にあたっての困難は何か  
 地域協力のメリットとデメリットは何か  
 援助機関協調の問題点は何かあるか  

 
上記論点及び 1,2 の発表をふまえ、各国参加者よりコメントが寄せられた。主要な意見を下記

に記載する。 

 
1. サモア 
- 直面した困難としては維持管理の問題が挙げられる。先進国から導入した高い技術レベル

の機器/施設はプロジェクト終了後の維持管理で問題になることが多い。 
→【JICA】：技術を選択する際、維持管理や操作が容易なものにすることを意識している。
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また、JICA の支援メニューにある「フォローアップスキーム」では問題のある施設や機

器を修理するサービスも提供している。 

 
2. アンティグア・バーブーダ 
- 適応策実施には資金が重要で、かつその資金提供先が信頼でき、期間が予測できる必要が

ある。島嶼国は過去の自然災害からの復旧に国家予算が費やされているのが現状であり、

自国だけで適応策を実施する能力は限られている。 
 

3. SPREP 
- 全てとは言わないが、いくつかの分野において、地域協力は必要不可欠である（例えば廃

棄物の国境を超える移動等）。JICA の J-PRISM はその好例である。 
→【JICA】：J-PRISM は太洋州 11 カ国で 13 年間に渡り廃棄物分野への支援が行われた。

そこで得られた教訓を他の国と共有するため、講義やスタディーツアーを地域協力にて実

施することが効率的かつ効果的であると考える。 

 
また、以下の国からは日本に支援を望む具体的分野について言及があった。 

アンティグア・バーブーダ：自然災害に強い配電網整備 

モルディブ：食糧安全保障と海岸管理 

パラオ：浸水による高台への住民移転（東日本大震災の経験の共有） 

フィジー：自然災害リスク管理 

ベリーズ：洪水のリスク評価やハザードマップの作成、それに基づく詳細な解決策の策定 

 
その他、ソロモン諸島や 5Cs からは、援助機関の協調により相乗効果が生まれた事例も紹介

され、地域協力とともに援助機関の協調の必要性も確認された。 

 
【議長】：計画に従った予測可能なアプローチ(Programmatic and Predictable approach)が重要で

あり、このアプローチに必要な 3 つの点を挙げる。 

 
I. 気候変動の視点を開発政策に組み込むこと 

国別適応計画(National Adaptation Plan: NAP)のような基礎となる政策が重要。 
II. 制度設計 

特に財務省が重要であり、ここに JICA の支援も可能であると考える。 
III. 地域協力 

島嶼国において地域協力は気候変動対策において効果的であり、今後のさらなる強化が必

要。 

 
2. 2 日目 （2014 年 7 月 3 日） 
プログラム Presentation on climate change by private companies 
発表者 1 日本原料株式会社 海外事業部 係長 神田 修 

発表内容 
- ろ過浄水装置製品（シフォンタンク、移動式シフォンタンク、シフォン無電源ろ過装置等）

の紹介 
- フィリピン（JICA：民間提案型普及・実証事業）、ラオス（JICA：環境プログラム無償

ODA プロジェクト、環境プログラム無償アイテム）、モザンビーク（外務省：平成 25 年

度政府開発援助海外経済協力事業委託費による案件化調査）、ベトナム（JICA：ODA ノン

プロジェクト無償アイテム）での導入実績 
発表者 2 株式会社 ブレスト 専務取締役 中島 清 

発表内容 
- 廃プラスチック油化装置製品の紹介 
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- パラオ、フィジー、サモアへの導入実績（外務省：平成２５年度外務省政府開発援助海外

経済協力事業委託費による案件化調査） 

発表者 3 株式会社 駒井ハルテック  環境事業部 企画マネージャー 豊田 玲子 
発表内容 

- 中規模（300kW）風力発電システムの紹介 
- 島嶼国への風力発電導入の可能性 
発表者 4 株式会社 日立製作所 インフラシステム社 産業プラント・ソリューション

事業部 産業設備プロジェクト本部 産業設備プロジェクト推進部 課長

鈴木 浩二 
発表内容 

- モルディブでの JCM 実現を見据えた海洋深層水多段利用システムの紹介 
- リミックスウォーター（高効率水処理技術）の紹介 
- ソーラー逆浸透膜(Reverse Osmosis: RO)システムの紹介とツバル、ナウル、パラオ、バヌ

アツへの太平洋環境共同体基金（Pacific Environment Community fund: PEC 基金）を通じ

た導入実績の紹介 
- スマートグリッドプロジェクト 

意見交換 
上記 1~4 の発表をふまえ、各国参加者より以下のコメントが寄せられた。主要な意見を下記

に記載する。 

 
1. フィジー 
- 海洋温度差発電と海洋深層水多段利用システムは同様のコンセプトと技術であると考え

るが、後者の強みは何か。 
→【日立】：海洋温度差発電の自社技術は保有していないが、この技術は途上段階であり、

膨大な投資が求められるのが現状。現段階では海洋深層水を電力インフラとしてではなく

冷房システムとして活用した方が現実的である。 
- 輸送費等を考慮すると島嶼国への設置コストはどうなるか。 

→【駒井ハルテック】：島嶼国への導入は日本より設置コストが 30-40％高くなる可能性

がある。 

 
2. マーシャル諸島 
- 経済規模が小さく、地理的に孤立している島嶼国に導入可能な技術設計は行われている

か。 
→【日本原料】：日本原料の製品は無電化地域に対応した装置や小規模な装置も提供して

いる。また、飲料水を容器に入れて販売を行えば自国の経済に貢献できると考える。 
→【日立】：ソーラーRO システムは小規模な国での導入に最適であり、強く推奨する。 

 
3. パラオ 
- ある特定の本邦技術を JCM スキームを活用して導入したい場合、F/S 調査等を日本政府に

依頼することは可能か。 
→【外務省】：基本的に国内で公募を行うが、もし特定の本邦企業に関心があるのであれ

ばその旨を日本大使館に伝えてほしい。その要望を経済産業省、環境省や外務省で協議す

ることになる。 
 

4. パプアニューギニア 
- 持続性の観点から、地元政府や中央政府から資金面の支援が何かあったかどうか、また、

人的資源についてもお話を頂きたい。 
→【日立】：島嶼国では PEC 基金の支援を得てプロジェクトを実施したが、プロジェクト

の中では技術者へのトレーニングを提供した。 
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→【JICA】：JICA の持つ「技術協力プロジェクト」のスキームを活用し、現地技術者の人

材育成にも取り組んでいる。 

 
5. ナウル 
- ナウルでは下水処理や廃棄物処理（難民キャンプがあるため）が大きな問題となっており、

ブレストや日立のビジネスの大きな関心がある。 

 
6. ソロモン諸島 
- 100kW の風力発電などはあるか。300kW だと運搬面で問題が生じる可能性がある。 

→【駒井ハルテック】：現在は 300kW しか存在しないが、3 つの 100kW よりも 300kW の

方が高い発電効率になることは知ってもらいたい。 

 
また、駒井ハルテックからは、島嶼国のようなアクセスが難しい地域に一度に営業ができる

このような場をより多く設けてほしい、という日本政府への要望が挙げられた。 

 
【外務省】：紹介された本邦技術は実践的であり、既に多くの島嶼国で導入されていること

に感銘を受けた。その背景にはいくつかの本邦企業が島嶼国の特殊な環境を理解しているこ

と、かつ、JCM 等の支援メニューを活用していることがあるのだろう。 

 
プログラム 電力中央研究所 見学 
発表者 一般財団法人電力中央研究所 副研究参事 筒井 國雄  

見学内容 
- 5 m/s を超える高流速の流れや、2 m を超える高さの流れを作ることができ、陸上氾濫し

た津波を、実現象に近い規模で精緻にコントロールできる津波氾濫流水路施設の見学 
- 長さ 200m、幅 3.4 m、深さ最大 6 m ある世界最大級の水路で、造波板と呼ばれる壁を動か

して最大 2m の高さの波や津波を発生させる大型造波水路の見学 
プログラム 前川製作所 守谷工場見学 
発表者 前川製作所 取締役 工場長 大喜多 昭夫  

マネージャー 濱中 國雄 
見学内容 

-  水産加工センターに導入された高効率冷凍機（省エネ、省電力、ノンフロン）の見学 

-  冷凍機専門の最新機器で圧縮、熱交換、制御において最新の技術を結集した高効率の冷凍

機の見学 
プログラム 東京スカイツリー見学 
発表者 東武エネルギーマネジメント 取締役 技術部長 吉田 一夫 

見学内容 
- 東京スカイツリーや東京スカイツリータウン、東京ソラマチなどの複合施設、周辺地域へ

の熱供給を行う地域冷暖房の見学 
 

 
7. 3 日目（2014 年 7 月 4 日） 
プログラム Session 4: Open discussion with local government, private companies, NGO on 

cooperation approach between Japan and the SIDS in international negotiation 
発表者 1. Executive Director, Caribbean Community Climate Change Centre, Mr. Kenrick 

R. Leslie 
2. Director General, SPREP , Mr. David Sheppard 

議長 外務省 国際協力局気候変動課 課長 田村 政美 
参加者 UNDP 駐日代表事務所 次席代表 北川 洋 

公益財団法人オイスカ 海外事業部 調査研究担当部長 長 宏行 
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WWF ジャパン 気候変動・エネルギーグループ リーダー 山岸 尚之 

琉球大学 理学部海洋自然科学科講師 中村 崇 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 国際事業本部地球環境研究所所長

藤森 眞理子 

日本原料株式会社 海外事業部 副部長 青島 幸紀  

荏原冷熱システム株式会社 海外事業統括部 海外事業担当 GM 奥田 敏宏 

株式会社前川製作所 グローバルコンボ販売センター 菅野 道孝  

発表内容 
1. 5Cs 
- 5Cs の概要 
- 今後の 5Cs の方向性 
2. SPREP 
- 気候変動と自然災害に対する SPREP の役割 

意見交換 
事前に招聘者に提示されていた論点は以下のとおりである。 
 国際機関、地域機関、NGO、シンクタンク、民間企業などのステークホルダーに期待さ

れている役割は何か。どのようにしてこれらのネットワーク強化や連携促進をできるの

か。 
 日本は SIDS への技術移転や技術開発、能力向上にどう貢献できるか。 
 SIDS 支援のための官民連携を今後どう促進できるか。 

 
上記論点及び 1, 2 の発表をふまえ、各国参加者よりコメントが寄せられた。主要な意見を下

記に記載する。 

 
1. グレナダ 
- 地域協力を今後どう発展させられるかという視点は、民間企業の誘致を行う上で重要であ

る。地域協力は規模の経済の実現に欠かせないと考える。 
 

2. サモア 
- SPREP は他の機関とも連携して気候変動に関する情報を一元管理/公開している。このよ

うな取り組みは、国際的な議論を加速させる上で重要である。 
- 気候変動対策に関して様々なファイナンススキームが用意されているが、課題はその情報

に直接アクセスできるように国の能力を高めることである。それにより間接費等を節約す

ることができる。 

 
3. WWF 
- 島嶼国地域では、コミュニケーションが重要かつ大きな課題である。そしてコミュニケー

ションによって何か連携を生み出すには、お互いのニーズを共有することが必要である。

- 観光業について、SPREP から言及があったが、気候変動は観光業にただ悪影響であると

考えるのではなく、観光業を通して気候変動の深刻さを訴えかけることと考える。そして

問題意識を持った観光客が帰国後に気候変動に関する情報発信を行い、政府へ働きかける

ことが、ひとつの戦略になるのではと考える。 

 
4. 5Cs 
- 地域か国かという視点ではなく、その国のために何が最適なのかを考える必要がある。両

者はトレードオフの関係ではない。 

 
5. パシフィックコンサルタンツ 
- 緩和策と適応策には民間企業の技術が活用できる可能性は高いが、現状として補助金等、

現地政府の支援制度が十分とは言えない（パラオでの太陽光発電導入支援業務で経験）。
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島嶼国の政府には民間企業が進出しやすい環境（法律、資金等）整備をお願いしたい。 

 
6. パラオ 
- 気候変動のトピックでは適応策や緩和策等が議論されているが、本質的なポイントは「ど

うやって自分たちが生き残っていくか」ということである。そのためには地域協力も重要

だが、島嶼国においても財政や技術面等のレベルは様々であるため、二国間のレベルでそ

の国の状況に合わせて議論を進める必要がある。 
- 【パラオ大使館】：コミュニケーションの重要性がひとつのテーマになっているが、大使

館もうまく活用してほしい。日本政府と相手国政府、日本政府と現地企業、NGO との間

で情報共有する際に大使館も役に立てることがある。 

 
7. SPREP 
- 本邦企業による島嶼国への進出策として、各国が掲げる再生可能エネルギーロードマップ

から重要な箇所を抜き出し、本邦企業が関心を持つために公開したらよいのではないかと

考える。 

 
8. フィジー 
- 2030 年までに再生可能エネルギーで 80％を賄うという国家目標を掲げており、JCM はそ

の実現への有力な手法として捉えている。しかし、フィジーに進出している本邦企業はま

だ限られており、さらなる官民連携及び政府・NGO 間の連携に期待したい。また、東日

本大震災からの復興では島嶼国が学ぶことは多くあるはずであり、そうした経験もぜひ共

有してもらいたい。 
→【外務省】：第三回国連防災世界会議が 2015 年の 3 月に東北で行われる。ぜひそちらに

も足を運んで頂きたい。 

 
9. 琉球大学 
- 島嶼国が気候変動対策に取り組む障害として「高い交通費」と「コミュニケーションイン

フラの不足」が挙げられる。後者はよりよい教育の機会にもつながるため、これらへの適

切な解決策を見つける必要がある。 

 
10. オイスカ 
- 技術ではなくテクニックの重要性を紹介する。オイスカが指導する植林テクニックは低コ

ストかつ導入が容易である。マングローブ植林と管理によって災害の被害を抑えたフィリ

ピンの事例もある。適地選定や植林の初期段階では複雑な手順も確かにあるが、一度正し

い手法が確立されるとその拡大手法はシンプルである。島嶼国地域のネットワークによっ

てテクニックが広がることを望んでいる。 
 

11. UNDP 
- UNDP と SIDS の将来可能性のある協力分野を紹介する。 
I. 適応策、緩和策の技術移転とそのための能力強化 
II. 気候変動リスクに対応できる低炭素型社会構築による化石燃料への依存からの脱却 
III. 気候変動関連分野（水、エネルギー、農林業、交通等）の開発計画に気候変動リスクの

要素を組み込むこと 
IV. 低炭素技術導入を促進する地域基盤の形成と、この分野へ投資する際の障壁を取り除く

こと 

 
プログラム Session5: Nationally Appropriate Mitigation Action (NAMA) workshop 
発表者 有限会社クライメート・エキスパーツ 代表 松尾 直樹 
議長 国際協力機構(JICA)地球環境部 技術審議役 気候変動対策室長 森 尚樹 

発表内容 
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- NAMA の概要 
- NAMA 活動の事例 
- ワークショップでの論点、流れ 

意見交換 
松尾氏により、上記の説明がなされた後、各国の経済レベルによって分けられた 4 つのグル

ープで NAMA に関する議論を行った。その後、最終的に各グループの代表者が発表を行った。

以下に松尾氏から事前に提示された論点と大まかな議論の内容について記述する。 

 
【論点】 
1. NAMA として実施したい気候変動緩和策の分野 
2. 想定されるステークホルダーと彼らを動機づける手法 
3. NAMA 活動実施のためにあなたができること 
4. NAMA 活動実施における障壁 
5. 先進国に求める支援 

 
ワークショップで議論された内容は以下の点に集約された。 
1. 再生可能エネルギー（太陽光/水力/風力/バイオマス/地熱等）、省エネルギー、土地利用/

土地利用変化及び林業部門等 
2. 政府、民間企業、研究機関、援助機関、NGO、地域住民等 

インセンティブを与える手法：税金、補助金、規制等 
3. 制度設計や法律の制定（例：税制度、固定価格買い取り制度）、啓発活動 
4. 資金の不足、技術と技術力の不足、省庁間連携の不足、民間企業にとってのインセンティ

ブ欠如、物流網未整備 
5. 財政的支援、適用可能な技術移転支援、民間企業を呼び込むための支援、JCM 方法論開

発に関する支援（MRV 構築、ベースライン設定等）等 

 

 
7 月 4 日午後：NAMA ワークショップ議事概要 
プログラム Session5: Nationally Appropriate Mitigation Action (NAMA) workshop 
発表者 有限会社クライメート・エキスパーツ 代表 松尾 直樹 
議長 国際協力機構(JICA)地球環境部 技術審議役 気候変動対策室長 森 尚樹 

発表内容 
- NAMA の概要 
- NAMA 活動の事例 
- ワークショップでの論点、流れ 

意見交換 
松尾氏により、上記の説明がなされた後、各国の経済レベルによって分けられた 4 つのグルー
プで NAMA に関する議論を行った。その後、最終的に各グループの代表者が発表を行った。
以下に松尾氏から事前に提示された論点と大まかな議論の内容について記述する。 
 
【ディスカッションの論点】 
1. NAMA として自国で実施したい気候変動緩和策の分野 
2. 想定されるステークホルダーと彼らを動機づける手法 
3. NAMA 活動実施のためにあなたが（政策担当者として）できること 
4. NAMA 活動実施における障壁 
5. 先進国に求める支援とそのあり方 

 
23 参加国（太平洋・カリブ諸国 21 カ国及び地域団体 2 団体）を 4 グループに分け、各グループ

で上記の 5 つの論点に沿って協議を行い、グループ内の意見を取りまとめ、最後にグループ発表

を行った。各グループの協議概要を下記にまとめる。 
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Group A カーボヴェルデ、フィジー（2 名）、ガイアナ、モルディブ、
SPREP 

1. What type of climate mitigation 
action(s) you want to implement 
as a NAMA? 

 再生可能エネルギー（太陽光発電、風力発電、バイオマ
ス発電、水力発電） 

 省エネルギー 
 政策・法律・ガバナンス構築・組織強化 

2. Who is (are) the player(s)?  
How to incentivize the player(s)? 

 公共セクター 
 民間セクター 
 市民社会・地域住民 
 研究機関 
 援助機関 
 インセンティブを与える手法：税金、補助金、規制 

3. What you can do for 
implementation/realization of the 
action? 

 （援助機関など外部パートナー含め）官民連携を促すた
めの法的手段 

 政策立案、制度設計、法律制定 

4. What barrier you are facing at?  NAMA の活動は何なのかを政府レベル、住民レベルで
十分明らかにできていない  

 技術的能力の不足 
 財政的能力の不足 
 省庁間連携の不足 

5. What you expect developed 
countries to support and how?  

 財政的支援 
 適用可能な技術導入支援 
 技術的支援（特に MRV やそれに関するデータベース構

築支援） 
 民間セクターを巻き込む（呼び込む）ための支援 

グループ総括 気候変動分野として重要視されているセクターは再生可能
エネルギーや省エネルギーに関するもので、NAMA プロジ
ェクト実施の為に必要としていることは、MRV に関する技
術支援（外部からのサポートが必要不可欠）や島嶼国でも導
入可能な技術の導入支援という意見が主に挙げられた。 

 
Group B アンティグア・バーブーダ、バルバドス、ドミニカ共和国、

グレナダ、セントルシア、トリニダード・トバゴ 
1. What type of climate mitigation 
action(s) you want to implement 
as a NAMA? 

 再生可能エネルギー: 風力、太陽光、地熱等 
 交通：電気、バイオ燃料、天然ガス 
 観光：省エネ、廃熱利用、バイオマス 

2. Who is (are) the player(s)?  
How to incentivize the player(s)? 

 政府：資金の確保(補助金や税優遇制度の削減)、収入の
増加 

 民間：補助金、低金利資金調達、税優遇制度 
 ユーザー： 税控除、低金利資金調達、品質管理 
 NGOs：資金 

3. What you can do for 
implementation/realization of the 
action? 

 環境整備： 基準、制度、政策 
 目標設定 
 教育、普及活動 

4. What barrier you are facing at?  資金調達 
 能力 
 技術 
 政治的な決定 
 国家的な環境整備 

5. What you expect developed 
countries to support and how?  

 資金調達：補助金、低金利貸付（0–1％）、資金援助を
活用する為の環境整備 

 調査支援： 事業計画を含む FS 調査、国家スマートグリ
ッドの検討、ベースライン調査 

 能力強化：研究機関の設立、NGO 職員の訓練、普及啓
発 
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 技術支援：持続可能な低コスト技術、小規模対応技術 
 技術開発を支援する連携促進（民民） 

グループ総括 NAMA プロジェクトとして再生可能エネルギーが主要なテ
ーマとして挙げられ、交通や観光セクターにおける再生エネ
活用が議論された。求められる支援策として、資金援助や技
術協力等が挙げられたが、制度構築等の国家的な環境整備に
ついても必要であるとの意見があった。 

 
Group C マーシャル諸島、パプアニューギニア（2 名）、サモア、ソ

ロモン諸島、バヌアツ 
1. What type of climate mitigation 
action(s) you want to implement 
as a NAMA? 

 海洋温度差発電及び水供給（マーシャル諸島） 
 再生可能エネルギー技術（ソロモン、サモア） 
 土地利用／REDD+（PNG） 

2. Who is (are) the player(s)?  
How to incentivize the player(s)? 

 官民連携 
 利用者 
 政府、民間、コミュニティ 

3. What you can do for 
implementation/realization of the 
action? 

 国家政策及び制度の改善 
例：免税、長期金利 等 

4. What barrier you are facing at?  資金不足 
 民間に対するインセンティブ不足 
 事業規模が小さいこと 
 適用技術が実証段階 

5. What you expect developed 
countries to support and how?  

 資金援助 
 技術協力 
 JCM に関する能力強化 

グループ総括 エネルギーに関する課題が主なテーマとして挙げられてお
り、事業化するための支援策としては資金援助、民間に対す
るインセンティブの付与に加え、小規模である島嶼国に適用
可能技術の開発及び導入が主な課題として挙げられた。 

 

Group D ベリーズ、クック諸島、ナウル、パラオ、ツバル、5Cs 
1. What type of climate mitigation 
action(s) you want to implement 
as a NAMA? 

 再生可能エネルギー：水力、太陽光発電、バイオマス、
地熱、風力 

 上記計画は国家開発計画と連動する必要がある 
2. Who is (are) the player(s)?  
How to incentivize the player(s)? 

 政府、事業主、民間、NAMA 担当部局、コミュニティ
 

3. What you can do for 
implementation/realization of the 
action? 

 開発計画及びアクションプログラムの策定 

4. What barrier you are facing at?  NAMA と連携することへの能力不足 
 資金確保 
 政策 

5. What you expect developed 
countries to support and how?  

 資金援助  
 専門家の能力強化 

グループ総括 再生可能エネルギーが主なテーマとして挙げられたが、どの
分野を事業化するにしてもまずは国家開発計画でその必要
性が定められ、事業が開発計画と連動するものでなければス
ムーズな事業化はなし得ないとの意見があった。求められる
支援策としては資金援助、専門家の能力開発に加え、事業化
を後押しする政策があげられた。 
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1 日目にオープニングリマークを行う外務省

地球規模課題審議官 香川剛廣氏 

 
1日目に挨拶を行う JICA地球環境部部長 不破

雅実氏 

1 日目に行われた全体での集合写真 1 日目には 3 つのセッションを行い、気候変動

対策における日本の支援と招聘国の取り組み

について情報交換を行った 

1 日目に島嶼国における気候変動への適応策

とそのための資金の重要性を訴える、アンテ

ィグア・バーブーダ気候変動大使 ダイア

ン・ブラック・レイン氏 

2 日目の島嶼国の気候変動対策に資する技術

を有する本邦企業 4 社による技術紹介（登壇者

は株式会社ブレスト 専務取締役 中島清氏）
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2 日目に訪れた電力中央研究所では、津波実験

施設を視察した後、気候変動予測に関する研

究成果紹介と意見交換が行われた 

2 日目に訪れた東京スカイツリーでは、周辺地

域への熱供給を行う地域冷暖房設備（DHC）を

視察 

3 日目に行われたセッション 5 で NAMA の概

要を説明する、有限会社クライメート・エキ

スパーツ代表 松尾直樹氏 

参加者は 4つのグループにわかれて 5つの課題

について話し合い、グループで発表内容をとり

まとめた 

 
3 日目に行われたセッション 5 の NAMA ワー

クショップで議論した内容をグループ毎に発

表した 

3 日目に行われたセッション 5 でワークショッ

プ後にコメントする JICA 地球環境部 技術審

議役 気候変動対策室長 森尚樹氏（写真右）

と副室長 佐藤一朗氏（写真左） 
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第 4 章 COP20 への参加 

気候変動対策の国際枠組みなどについて話し合う「国連気候変動枠組条約 第 20 回締約国会議

(COP20)」が、12 月 11～23 日に、ペルーのリマで開催された。 

気候変動枠組条約締約国会議（COP）は、1992 年にブラジルのリオ・デ・ジャネイロで開催さ

れた国連地球サミットで採択された「気候変動枠組条約」の締約国が、温室効果ガスの排出量削

減策を協議する会議である。 

今回のリマ会議で、2020 年以降の新しい枠組み等につき参加国間で議論が交わされた。 

4.1 COP20 参加対応 

COP20 会議において、JICA はサイドイベント等や関係機関との会合への参加を通じて、気候

変動分野の途上国支援の取り組みを紹介し、各国の関係者と意見交換を行った。 

JICA が参加した主なイベント等を下記にまとめる。 

 
Japan's Cooperation toward Forest Conservation in Peru 
 
日 時： 2014 年 12 月 5 日（水）13:00-14:30 
場 所： 日本パビリオン 
主 催： Japan International Cooperation Agency (JICA), Japan Aerospace Exploration Agency 

(JAXA), and International Tropical Timber Organization (ITTO) 
目 的： 本イベントでは、ペルー国が制定した気候変動の緩和に向けた国家森林保全プログラ

ム（PNCB）の概要が紹介されると共に、同国において長年、森林保全事業等で貢献

するプレーヤー（JICA や ITTO 等）の活動が発表された。 

 
本イベントでは、ペルー森林保全事業に係る JICA や ITTO の活動報告、ペルー環境省による森林

保全プログラムの紹介が以下の通り行われた。 

 国際熱帯木材機関(ITTO) Dr. Ma Hwan Ok より、ITTO によるこれまでのペルーでの森林保

全活動（REDD+）が紹介されると共に、REDD+実施における 4 つの戦略（①共有部の適

切な環境利用、②自然資源管理のキャパビル、③持続的な住民生活の支援、④地域社会

と国との間での戦略的な提携構築）の必要性が解説された。 

 国際協力機構(JICA) 五関氏より、JICA によるペルーでの森林保全での貢献。特に、技術

協力の解説とその活動進捗が紹介された。 

 続いて、宇宙航空研究開発機構(JAXA) 塩見氏より、JAXA が有する陸域観測技術衛星 2
号だいち 2 号(ALOS-2)の紹介、ペルー森林域での ALOS-2 での利用事例として、森林・

非森林部や地上バイオマスの識別等の分析結果が紹介された。 

 JICA中南米部 竹内課長からは、コミュニティ森林資源の持続的な利用を通した経済活

動支援の成果を適切に評価するために策定された、持続的な森林管理のための小規模ビ

ジネスプロジェクト選定のためのガイドラインの紹介があった。 
 最後に、ペルー環境省のMr. Gustavo Suarez de Treitas Calmetより、気候変動の緩和に向け

た国家森林保全プログラムPrograma Nacional de Conservación de Bosques para la Mitigación 
del Cambio Climático (PNCB)の概要等が紹介された。 
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JICAの今後における戦略資料としての所感 

 ペルーではまだまだ森林保全支援が必要とされ、それを同政府も適切に認識し、それを実

現させるための政策支援に着手している。このため、今後、ペルーにおける森林保全支

援は有効であると共に、実施による効果の発現も期待される。 

 JICA による支援として、ALOS-2 を活用した支援から、地域住民を巻き込んだ REDD+事
業等、そしてこれら支援を適切に選定するためのガイドライン等、多岐にわたる支援が

期待される。 

 

【イベントスナップ】 

 
 
The Latin American and Caribbean (LAC) Climate Finance Day 
Session 3 : Mobilizing Private Capital: a Conversation with Development and Private Sector Banks 
 
日 時： 2014 年 12 月 6 日（金） 13:00 ～ 14:00 
場 所： Swissotel Hotel 
主 催： World Resources Institute (WRI) 
目 的： World Resources Institute が主催するラテンアメリカ及びカリブ海諸国（LAC）におけ

る気候変動ファイナンス・デイのうち、セッション 3 では開発と民間セクター資本に

係る有識者が民間資本投入の在り方につき個人の経験や議論が行われた。 

 
本イベントでは、LAC での気候変動ファイナンスに係る有識者からのコメントや知見が発表され

た。以下に参加パネリストの発言の一部を示す。 

 バンコロンビア銀行 Ms. Ocampo より、所属する同銀行はコロンビア最大手の商業銀行で

あり、その役割として民間企業支援を考慮すること等を常に考えているとの発言があっ

た。また、気候変動という事象を詳しく理解することから投資検討を行い、リスクマネ

ジメントを行っているというアプローチの紹介があった。 

 COFIDE Mr. Carlos より、これまでに担当した天然ガス開発に係る投資事例の紹介に加え、

COFIDE の実績として、技術革新を促すファイナンス、投資案件の最終形（天然ガスで

あればユーザーまでの配給等）をイメージするような全体工程の把握が重要であるとの

コメントがあった。また、society inclusion を考慮することが必要であるとも。 

 IDB Ms. Maria より、民間資本の支援に関して、リスクマネジメント、アソシエーション

等について、プロジェクト関係者間で共有すると共に、具体的なビジネスの詳しく調べ、
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事業実施すべきであるとのコメントがあった。 

 

JICA の今後における戦略資料としての所感 

本イベントへの参加に伴い、次のコメントが貴機構の今後の活動に係り有用と判断している。 

 ファイナンスにリスクは付き物であるが、民間資本は特にリスクに敏感である。そのため、

ダメージを最小限にすることが重要であり、その点を国際協力の視点で補うことが有効

である。 

 ファイナンスに係るポリシーや基本原理を明確にしておくことが重要である。 

 ファイナンスを成功させるために資本投資に対するインパクトを正確に認識すること。 

LAC における開発支援を目指すドナーや銀行では、不確定要素の多い気候変動関連事業へのフ

ァイナンスに対し、明確な方針や方向性を有している点を強く感じた。そして、このような姿勢

が成功する第一歩になると感じた。また、各自が組織の立場や役割を明確に認識し、開発のため

に尽力している姿勢が印象的であった。 

 

【参考】セッション 3 の講談者は、以下の通り。 

[モデレータ] 

Mr. Aman Srivastava : Research Analyst, World Resources Institute 
[パネリスト] 

Ms. Maria Netto : Project Team Leader, Inter-American Development Bank 

Mr. Carlos Paredes : Chief of Corporate Business, Infrastructure, and Environment, COFIDE 

Ms. Ursula Sola de Hinestrosa : Presidential Adiviser, Findeter 

Ms. Beatriz Ocampo : Manager, Environmental Sustainability, Bancolombia 

 
Geothermal Development Facility (GDF) for Latin America – Launch at COP20 in Lima 

 
日 時： 2014 年 12 月 8 日（月） 10:30 ～ 12:30 
場 所： EU パビリオン 
主 催： KfW Development Bank 
目 的： 本イベントは、中南米における地熱発電に係る支援をどのように行って行くべきかと

題したセミナーであると共に、Geothermal Development Facility (GDF)の発足イベント

でもあった。当該セミナーを通じ、今後、中南米における地熱発電事業の実施拡大を

目指す。 

 
 マルチドナーによる再生可能エネルギーとしての地熱開発を促進させるための

Geothermal Development Facility (GDF)の発足イベントとして、JICA, IDB, KfW 等といった

ドナーからのステートメントの発表等が行われた。発表者リスト等は後述プログラムを

参照のこと。 

 GDF は地熱開発に係るリスク軽減手段として 7,500 万 USD（無償ベース）、LAC におい

て 10 件の地熱事業資金として 10 億 USD のファイナンスを準備するとのこと。これらに

より GDF は 200 万人規模へ 350MW の地熱による電力供給を目指す。 

 GDF の活動スキームイメージは下図のようにまとめられる。 
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JICA の今後における戦略資料としての所感 

 GDF の発足は、地中エネルギーを利用する、言い換えれば開発リスクの高い地熱発電事

業を民間レベルでも比較的実行し易くさせる土台作りに大きく貢献するものと期待され

る。今後、地熱発電の需要の増加と共に、このような官民をつなぐ組織の存在は重要で

あり、ここでのプレゼンスが地熱発電開発セクターのプレゼンスと一致することも期待

されるため、今後も持続的なウォッチが必要と感じている。 

 

【イベントスナップ】 

 
イベント風景 

 

NAP Global Network – Launch of the NAP Global Network - 
 
日 時： 2014 年 12 月 8 日（月） 15:00 ～ 16:00 
場 所： ペルーパビリオン 
主 催： Peruvian Pavilion 
目 的： 本イベントは、途上国の国レベルの適応に関する情報の交換や学習の促進、リーダー

シップの強化、二国間開発機関間の調整・協力の改善を通じて、NAP プロセスの二国

間支援を強化することにある、NAP Global Network の発足式として開催された。 
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広報資料として 

 日本、ペルー、米国、ドイツ、フィリピン、トーゴ、英国、ジャマイカの参加にて設立さ

れる NAP グローバルネットワークの発足に関して、各国代表者の挨拶等が行われた。

COP20 開催国ペルーの Manuel Pulgar-Vidal 環境大臣が参加するということもあり、イベ

ント会場には多くの報道関係者が押し寄せていた。 

 日本からは関環境省地球環境審議官が参加。本ネットワークへの参加を歓迎すると共に、

インドネシアにて GIZ 及び ADB と実施している NAP 活動を紹介した。 

 フィリピン・Sering 気候変動委員会委員長より、昨年フィリピンが受けた台風被害を教訓

とし、同国内において適応策の重要性を認識し、法制度に盛り込んでいる実情が紹介さ

れた。 

 

JICA の今後における戦略資料としての所感 

 適応策に係る国際的なネットワークは、従来型のインフラ開発との橋渡しという役割を担

う意味からも、今後、増えて行くものと考えられる。そして、それらネットワークをど

のように利用、活用するのかということ、ドナーの立場からすればそのようなネットワ

ークを介して、ドナーとしてのプレゼンスをどのように示すのかが重要と感じている。 

 フィリピン代表者の発言にもある通り、昨年度の台風被害を迅速に対処するようなことが、

適応策として今後求められると考えられる。そのため、従来の ODA スキームでは追いつ

かないスピード感を持った対応を求められることが予想されるため、その点への適切な

方針や対応支援を検討しておくことが必要であると感じている。 

 

【参考】本イベントの講談者は、以下の通り。 

Mr. Manuel Pulgar-Vidal, Minister of Environment, Peru 

Special Envoy Todd Stern, Special Envoy for Climate Change, United States 

Mr. Robert Pickergill, Minister of Water, Land, Environment and Climate Change, Jamaica 

Dr. Gerd Muller, Federal Minister of Economic Cooperation and Development, German 

Mr. Boundjouw Sama, Secretary General of the Ministry of the Environment and Forest Resources, Togo 

Mr. Soichiro Seki, Vice Minister for Global Environment, Ministry of the Environment, Japan 

Ms. Lucile Sering, Secretary of the Climate Change commission, Philippines 

 

【イベントスナップ】 

パネリスト 

 

イベント風景 
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Integrated Climate Risk Management - A climate resilience documentary followed by 
country success stories - 
 
日 時： 2014 年 12 月 9 日（月） 20:00 ～ 22:00 
場 所： Mountain and Water Pavilion , at the public area of the COP20 Jockey Club 
主 催： World Resources institute 
目 的： 本イベントは、気候変動リスク管理に係る各国の成功事例を情報共有する目的で開催

された。 

 
広報資料として 

気候変動リスク管理に係る各組織の活動や研究成果が発表された。 

 冒頭、Delta Electronics Foundation が行っている、台湾の山岳地域におけるゼロエミッショ

ンスクールへの活動をビデオにて紹介された。その後、Ms. Angela Yeh より、同スクール

が災害用シェルターとしての機能を有していることや、同活動が環境教育の拠点として

貢献していること等が追加説明された。 

 WRI より、洪水分析に関して同組織が開発した Aqueduct Global Map 2.0 の紹介、4 年間に

及ぶプロジェクトの成果等が紹介された。 

 JICA 大槻参事役より、Making a Case for Investments in Disaster Risk Reduction の説明が行

われた。災害リスクの軽減として、JICA では予測や事前投資による対応が重要であるこ

とが指摘され、JICA にて開発された分析モデル（DR2AD model）の紹介、キルギスタン

やタジキスタンでのケーススタディの結果が紹介された。 

  

JICA の今後における戦略資料としての所感 

 気候変動リスク管理は、これまで分析や調査研究が目立っていた。しかしながら、第三者

へのアピールや波及効果を考慮すると、本イベントにおける Delta Electronics Foundation
のような民間企業による支援は効果的であると感じている。今後、このような取り組み

を行う枠組み作りも一つの適応策の在り方として考えられるものと期待される。 

 今回、JICA 大槻参事役が発表された、気候変動リスクに対する予測や事前投資分析の知

見は有用であると感じている。そして、このような成果を上記 Delta 社の活動のように効

果的に実現させることが今後の課題であると感じている。 

 
【イベントスナップ】 

 
イベント風景 
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Sharing Experience and Knowledge on Adaptation – Pre-Forum on Global Adaptation Network 
 
日 時： 2014 年 12 月 10 日（水） 13:00 ～ 14:30 
場 所： 日本パビリオン 
主 催： 日本・環境省 
目 的： 本イベントは、GAN 発足を前提とした適応策に対する JICA、GIZ、UNDP、コロンビ

ア環境省、ANP 関係者等のこれまでにおける適応策での実績や情報共有を目的として

開催された。 

 
 アジェンダ（講演者名を含む。敬称略）                           
 Ms. Ermira Fida, GEF [Moderator] 
 Mr. Soichiro Seki, Ministry of the Environment, Japan 
 Mr. Naoki Mori, JICA 
 Mr. Christoph Feldotter, GIZ 
 Dreep Kurukulasuriya, UNEP-GEF 
 Ms. Mariana Rojas-Laserna, Ministry of Environment and Sustainable Development, 

Colombia 
 Dr. Saleemul Huq ICCCAD and Asia-Pacific Adaptation Network 
 
 発表・議事の概要                                     
 オープニングリマークスとして、環境省・関地球環境審議官より、日本の適応計画、アジア 

太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）、GAN に係る説明等が行われた。 

 その後、JICA・森気候変動室長より、JICA が手掛けているインドネシアでの適応策キャパシ

ティデベロップメント事業の紹介が行われ、ガバナンス、利害関係者の参加、地域特性等を

踏まえた柔軟な対応等が重要である旨の報告があった。 

 その後、GIZ、UNDP、コロンビア環境省、ANP 関係者等のこれまでにおける適応策での実

績や情報共有が行われた。 

 
 イベント風景                                       
 

パネリスト 
 

関地球環境審議官 
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JICA 森室長 GIZ Mr. Christoph Feldotter 
 

Integrated Climate Risk Management for a Resilient World 

 
日 時： 2014 年 12 月 11 日（木） 11:30–13:00 
場 所： Sipan 300 
主 催： Delta Electronics Foundation, Taiwan; the Governments of the Netherlands, Tuvalu, 

Germany, Switzerland and Japan; Mountain and Glacier Protection Organization (MGPO), 
Pakistan; Munich Re; the World Bank Group; the World Resources Institute (WRI); and ZOI 
Environment, Switzerland 

テーマ： Integrated Climate Risk Management for a Resilient World 
目 的： 本イベントは、気候変動リスクに係る脆弱性を議論するため、各国の知見やこれまで

の支援状況を共有する目的で開催された。 

 

資料として 

 Integrated Climate Risk Management (ICRM)に関するサイドイベント．官，民，NGO，調査

機関によるそれぞれの活動などが紹介された． 

 オランダ（と WRI）はその水との長い闘いの歴史に裏打ちされた取組と，そのひとつの

成果としての洪水リスク評価ツール Aqueduct Flood Analyzer の紹介を行い，それが政策

担当者が適応対策を行う上でかなり強力な評価ツールとなることを示した． 

 民間企業である Delta Electronics は，台湾での気象災害に対処する災害シェルターの取組

を土着の人たちの学校の再建という形で紹介した． 

 JICA の支援を受けた NGO Tuvalu Overview の遠藤氏は，ツバルでのマングローブ植林活

動を通じた取組を紹介した． 

 ボリビアは，自国の legally-binding resilience frameworks としての ICRM の経験について語

り，国の計画に内包させることの重要性を説いた． 

 JICA の大槻氏は，Disaster Risk Reduction の投資の考え方として，できるだけ早く... とい

うアプローチが望ましく，早期に始めることによってその効果に明確な差異が出ること

を，DR2AD モデルを使って，データが語っていると紹介した． 

 プレゼンテーションの後，パネルディスカッションが行われ，大槻氏などが，災害が起き

る前の「備え」の重要性を強調し，そのための知識やデータ収集，人的資源開発の重要

性がシェアされた． 
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JICA の今後における戦略資料としての所感 

 国際交渉において，また気候ファイナンス面で，ますます適応やロス＆ダメージの重要性

の比率が高まってくる中，災害が起きる前に，それに備える... という点を重視すること

は，コスト効果性という点でも重要である． 

 JICA はペルーやフィリピンでの取組においても，効果的な取組のエッセンスをホスト国

とシェアする形で蓄積している．3 月の仙台での会議に続き，来年のパリ COP21 会議に

向けて，いっしょにやってきた途上国と一緒に，その経験を活かすグローバルな仕組み

の提案ができると，日本にとっても非常に大きな貢献と交渉のアドバンテージを得るこ

とができよう． 
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Launch of the Global Protocol for Community-Scale Greenhouse Gas Emission Inventories 
(GPC) 
 
日 時： 2014 年 12 月 8 日（月） 16:00–17:30 
場 所： Lima City Hall 
主 催： WRI, C40 Cities, ICLEI 
目 的： 本イベントは、企業の GHG 排出インベントリーを標準化する GHP Protocol の都市バ

ージョンに係るキックオフイベントとして開催された。 

 

資料として 

 企業の GHG排出インベントリーを標準化する GHP Protocolの都市バージョンのローンチ

イベント． 

 気候変動緩和の世界は，まずどこからどれだけの GHG が出ているかを把握するというと

ころから始まることが多い．国レベルは IPCC がガイドラインを整備し，京都議定書で先

進国は厳しい MRV システムが整備された．企業に関しても早い段階から WRI が WBCSD
などと協同して，概念整理や標準化を進めてきた．今回は，その都市バージョン GPC が

整備されたということになる． 

 WRI の会長 Steer 氏は，都市は効率化を進めるべきで，GHG はそのプロキシとしての意

味があると述べ，イベントの開会を宣言した． 

  

 

 

 担当した WRI の Bhatia 氏は，GPC の説明を行った．途上国での都市への人口や経済活動

の集中といった背景を踏まえ，標準化された GHG インベントリーガイドラインの必要性，

プロトタイプに対する 35都市の試用などによる改良などを踏まえた整備の経緯が説明さ

れた． 

 そして都市の首長のイニシアティブを背景に，このツールが有効に活用されることを期待

した． 

 その後，東京都を含めた関係者たちによるパネルディスカッションが行われた． 

  

JICA の今後における戦略資料としての所感 

 都市のこのような試みは，キックオフとして歓迎されるものであり，首長のイニシアティ

ブがあれば，ある程度，動いてくると想定される． 

 ただ，「効率化のプロキシ」に本当になるか？正確に言うとどう GHG インベントリーを

活用するか？という点が，現段階ではまだ不十分であり，うまく次のプロセスを立ち上

げなければ，結局数字を作っただけで，「役に立たない」ツールに終わる可能性がある．

通常の都市自治体の業務において，GHG 排出量を把握したところで，それが次に繋がる

必然性はない． 
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 下のスライドは，Low Carbon Planning Process として説明されたもので，GHG インベント

リーはその最初のステップに過ぎない．それをいかにして第 2 ステップ以降につなげ，

PDCA サイクルを回すようにできるか？この点の「ツール」を用意し，パッケージにし

てはじめて，意味が出てくる． 

 JICA も，この点を（国や都市といったカテゴリーに関係なく）GHG インベントリー作成

サポート技術協力において，組み込むことをすべきであろう．逆に，そのための「ツー

ル」開発や，Good Practices の経験シェアが本当に望まれているものと思われる． 

 

NAMA Day 

 
日 時： 2014 年 12 月 6 日（土） 10:00–12:00 
場 所： Room Chivan 
主 催： UNFCCC Secretariat 
目 的： 本イベントでは、近年途上国において議論が進められている NAMA に係る各国政策

決定者、研究者、その他ステークホルダーとの意見交換の場として実施された。 

 
資料として 

 UNFCCC 事務局の行った最初の NAMA に関する大きなイベント 

 UNFCCC 事務局長 Cristiana Figueres, COP 議長 Manual Pulgar-Vidal，コロンビア環境省気

候変動局長の Rodrigo Suárez Castaño が最初の議論を行った． 

 COP 議長は，NAMA のポイントとして，包括的なプランニングの必要性，その国の振る

舞いがよくなっていくことに関する信頼性構築，ガバナンスに関する多部門・多利害関

係者・多層的計画アプローチを可能とすること，実際のアクションに結びつけるメカニ

ズムであることを強調した．そして，環境部門以外の参加（そのための分かりやすい言

葉）が重要であると述べた． 

 UNFCCC 事務局長は，フィリピンの Typhoon Hagupit を挙げ，緩和，適応・災害リスク対

策の喫緊性を主張した．NAMA に関しては，オーバーオールな開発計画策定・実行プロ

セスへ埋め込むことが大切であると述べた．そして，いまわれわれは，CDM PoAs→
NAMAs→INDCs と，着実に，スケーリングアッププロセスの中にいることを強調した． 

 コロンビア気候変動局長は，まず現状と将来の排出量について知ることが重要で，コロン

ビアの低炭素開発戦略が都市と生産の持続可能性，そしてエネルギーへの公平なアクセ

スに立脚していると述べた． 

 その後，パネルディスカッションとして，KfW, Climate Change Capital (CCC), AfDB, CAF
による NAMA ファイナンシングの議論があった．その中で特に CCC の Martin Schoenberg
は，民間資金のてこ入れに関して，気候変動ファイナンスで用いられてきたプロジェク

トファイナンスは，ボンドや equity finance といった中心的なファイナンスシステムにと

って魅力的でなかったと述べ，小さい活動を集め工業スケールにまで拡大することの必

要性を説いた． 

 

 その他，NAMA Facility, エクアドル，チリ，ペルー，タイ，ウガンダ，ウルグアイ，ル

ワンダ，コスタリカ，レバノンによるパネルディスカッションが続いた．UK とドイツの

NAMA Facility は，最初の NAMA 専用の実施のためのファンドとしての，transfor- mational 
change をもたらすような活動のための選択クライテリアを紹介した． 

 会場では，多くの国の NAMA に関連する活動（支援する側，される側の双方）のポスタ

ーが貼られ，興味深いものもいくつか散見された． 
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JICA の今後における戦略資料としての所感 

 コロンビアは，おそらく NAMA に関してもっとも進んだ取組を行っており，Good Practice
として他国の参考になる．逆に，JICA としても，その調査を行って，NAMA サポートの

レッスンとすべきであろう． 

 COP プレジデントの「気候変動以外の部署の参画の方法論」，フィゲーレス事務局長の

「CDM PoAs→NAMAs→INDCs」の指摘は，重要である．そのような戦略性を持って，

JICA も NAMA 支援を考えるべきであろう． 

 最後のラウンドテーブルで，議長の Sudhir Sharma (UNEP DTU Partnership)が，JICA スタ

ッフを探していた．おそらく壇上で議論に参加することを求めたかったものと想定され

る．JICA が何をやっているか，だけでなく，どうすればより有効に NAMA を形成でき

るか？という「議論」に積極的に参加することが望ましい． 
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第 5 章 島嶼国における気候変動対策の推進に係る提言 

本業務では、島嶼国向け気候変動政策対話の際、貴機構主催による NAMA ワークショッ

プを開催した。 
通常、気候変動問題に関して、島嶼国は、被害者側の視点から、脆弱性や適応策が前面に

出された議論を展開することが多い。そのため、今回の NAMA ワークショップでは、緩和

策が、「GHG 削減以外の」ローカルな便益
．．．．．．．

をもたらす開発政策･活動であることを強調し、

どのようにそれを自国のイニシアティブとして有効に実施していけるか？そして不足して

いる点につきどのように先進国から支援してもらうか？という視点のディスカッションを

行った。 
これにより、ワークショップが将来への対応や協調という方向性を持ち、有意義な議論や

意見発表の場となると共に、島嶼国側の考え方やニーズを把握する上で貴重な機会となった。

また、ワークショップで確認した島嶼国の関心分野として、資源がないことを反映した再生

可能エネルギーや省エネルギー、主要収入源を反映した観光などが関心の高い分野として挙

げられた。 
そして、貴機構に対するニーズとして、特に技術協力分野で、これまでの気候変動業務以

外の知見を活かしながら、NAMA 実施に向けた支援の必要性が確認された。これについて、

今後、具体的な支援内容に応じて、貴機構地域部や課題部への参加要請等が必要とも考えら

れる。今後、NAMA の在り方やデザインの方法に対して、当事者間にて議論することが必要

である。加えて、今後、本ワークショップに類似した活動を行うにあたり、以下の点につき

検討することが有効であると考えている。 

 
 参加者各自の立場や知見を踏まえた上での NAMA アイデアの策定： 

気候変動緩和策は、実施される国や制度、立場により、実施内容や MRV 方法、利用

するデータ等が大きく異なる。そのため、様々な立場や考えの存在、理論構築を事前

に把握することは、今後、NAMA 構築を行う上で有用であると考えられる。勿論、

NAMA は色々な分野で実施できることから、時間の許す限り、複数のテーマを持ち、

参加者が色々と議論に参加することが必要である。 
 

 NAMA 支援案に係る協議の実施： 
効果的に NAMA を実施するため、現在、当該国で利用できるもの（再生可能エネル

ギーの FIT 等）を広く確認するためのアプローチにつき、ワークショップ参加者の知

見を持ちより議論、情報交換する。これにより、各国、各分野における様々な NAMA
のアプローチや計画策定に対するノウハウを吸収する機会とする。また、NAMA に

おける MRV 方法について、政府から民間企業までどのように対応しているのかとい

う点についても情報交換する。 
 

 NAMA 実施に係る国際機関等との協議の実施： 
NAMA の計画立案から実施までに係る各種作業や調査に対する先進国からのサポー

トの具体策（たとえば技術協力のやり方）につき、議論する。議論内容は島嶼国側の

一方的な要請とするのではなく、国際機関側の立場や支援方針を踏まえることに着目

し、NAMA 実施に向けた実際的な対応を体得する機会とする。そのため、ドナー側

の反応や考え方を理解するため、貴機構や外務省等のスタッフにも議論に参加頂くこ

とを想定する。 

 
以上、上記ポイントを今後の NAMA に係る支援や準備において実施することは、その後

の大きな軌道修正等を未然に防ぐ機会になるものと思われるため、検討、実施することが望

ましいと考えている。 
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Progress in the Formulation of Action Plans on Global Warming (including GHG 

inventory) in Japanese Cities 

 

 
Note: This report is prepared based on the information contained in the survey report of the 
Ministry of Environment of Japan on the progress in the formulation of action plans on 
global warming by local governments as well as information on cases of several cities of their 
actual planning process.  

 

1) Background and Current State of the Action Plan Formulation 

Certain local governments in Japan1 are obliged to formulate their action plans 

including GHG inventory by the provision of the Article 20-3 of the Law on Promotion of 

Global Warming Countermeasures. Local governments of small cities (those not 

categorized as ordinance-designated cities, core cities and special cities (see the foot 

note)) are exempted from the obligation but are required to make the best efforts to 

formulate it. Most local governments have formulated their action plans using a manual 

for formulation of the action plans on global warming (for area-wide measures) of local 

governments prepared by the Ministry of Environment. The manual describes the 

workflow of the formulation, follow-up of the action plan in detail, and list of reference 

data and its sources. The Figure in Attachment 1 shows the contents of the manual and 

corresponding overall workflow of formulation of the action plan. 

Since most local governments have constraints on the number of staff, they tend to 

use consultant services for formulating the draft action plan. The responsible 

department in the local government is usually environmental department. It will 

establish a working group with the relevant departments (in charge of city planning, 

transportation, waste management etc.) and receive their data as needed. The working 

group will hold discussions based on the draft action plan prepared by the consultants 

and reflect their ideas of the objectives and the measures on the plan. In many cases, 

the structure to formulation the action plans consists of one staff from the 

environmental department as the main staff in charge (receiving support from other 

staff when necessary) and 3-5 consultants to support the staff in charge. Figure 1 in 

Attachment 2 shows the structure to formulate the action plans (composition of the 

relevant people who have participated) by size of the municipalities. It shows that many 

municipalities have formulated the plan in collaboration with the relevant staff inside 

                                                  
1 In Japan, there are prefectures, ordinance-designated cities with a population of 500,000 and over, 
core cities with a population of 300,000 and over designated by government ordinance, special cities 
with a population of 200,000 over designated by government ordinance, and other municipalities. 
Among these, this report targets at the municipalities except prefectures. 

and outside the local government.  

Although the length of time required for plan formulation varies by municipality, it 

is common to require about six months. In general, the period for receiving public 

comment requires 2-3 months after the formulation of the draft action plan. The action 

plan is finally discussed and finalized at the specialized city council. The roles of related 

persons are summarized below.  

 
Municipality Role of person/group  

Staff in charge 
(Department in charge of 
environmental issues) 

Staff in charge sets up the working group (WG) with the 
relevant departments, and plays a coordinating role to 
compile the plan. In addition, they procure and supervise 
consultant services to support the formulation of the action 
plan.  

WG (Department in 
charge of City 
planning, Transport 
planning, waste 
management, etc)  

WG is to be set up by the staff of the relevant departments of 
the action plan. WG meets periodically to discuss the action 
plan. 

Consultants The consultants support the staff in charge in the preparation 
of the draft action plan, discussions with WG, and responding 
to the specialized city council. 

 

As shown in Figure 2 in Attachment 2 indicating current progress on formulation of 

the action plans, 80% of ordinance-designated cities and more than 90% of core cities 

and special cities formulated the action plans as of 2013.  

 

2) Data Collection for GHG Inventory 

To develop the GHG inventory, it is necessary to calculate the GHG emission for 

each item and each gas based on various kinds of background statistical data2. The 

sources of data necessary for this work are shown in the manual formulated by the 

Ministry of Environment, but each municipality needs to collect different kinds of data. 

While the data of prefectural level are usually easily available, it is often difficult for 

municipal level local governments to collect the statistical data that can be used directly 

for the calculation. In such cases, they have to process the prefectural level data by, for 

example, pro rata allocation according to population of each municipality.  

Figure 3 in attachment 2 shows calculation methods of GHG emission3 (CO2 from 

                                                  
2 Accuracy of the statistical data is not questioned at this stage. Also, if there is no adequate statistical 

data, estimate method described in the guideline, such as proportional division of emission when 
coverage doesn’t fit, can be applied. GHG emission or activity data won’t be collected by actual 
measurement for inventory calculation.  

3 There are two kinds of calculation method: proportional division method and summation method. 
Proportional division method is to proportionally allocate the prefectural data in population of each 
municipality. On the other hand, summation method is the method for reflecting the regional 



energy-related sources) used in different sectors and types of cities. It shows that 

municipalities with a population of less than 10,000 tend to use the simple calculation 

method described in the simplified version of the manual. On the other hand, the 

percentage of the summation method and the combination of summation and pro rata 

methods is increasing for the special cities and larger cities, which are obligated to 

formulate the action plan. This indicates that they seem to have a tendency to focus on 

the accuracy of estimation of emission and analysis of the factors of emissions. 

 

3）Follow-Up on the Action Plan 

Most municipalities revise the action plan every five years to check the progress of 

the plan. Some municipalities revise more frequently according to their needs. 

GHG inventory is monitored and recalculated in reference to the statistical data on 

actual activity performance data. The inventory is easily recalculated by inputting the 

activity performance data into an Excel spreadsheet by the municipal staff in charge or 

the consultants. 

 

4) Challenges for Formulation of the Action Plan 

･ Some municipalities face difficulties in collecting the data 

Prefectures generally have no major problems in inventory calculation, since 

adequate data are maintained and available. On the other hand, municipalities in 

many cases have to rely on the data of the prefectural level and process them for 

their own uses. 

Moreover, the environmental department responsible for the formulation of the 

action plan often needs to acquire the data from several other departments. To 

address this issue, many municipalities establish a working group in order to have 

good relations with the relevant departments and collect the needed data from them. 

 

・ Constraints on the number of staff 

It is not rare that there is only one person in charge of the formulation of the 

action plan in the environmental department. Moreover, the person in charge tends 

to take charge of more than one project beside formulation of the action plan. 

Therefore, the staff in charge often faces difficulties in undertaking all the tasks 

                                                                                                                                                  
situation as much as possible. For example, the method to calculate data of industrial sector is that 
industry-classified energy consumption, which is calculated from the following formula; 
industry-classified energy consumption/ industry-classified production volume*industry-classified 
production value in the municipality, is corrected by the volume of sales of electricity and gas to the 
manufacturing industry within the municipality.  

 

alone. Thus, most municipalities use consultant services to receive support for the 

formulation of the action plan.  

 

・ The department responsible for the formulation of the action plan may not be the 

department that will carry out the measures included in the plan. 

The action plan aims for low carbon society that includes policies and measures 

related to industrial sector, transportation sector, consumer (household, business) 

sectors, and so on. In many cases, the environmental department is the responsible 

department to formulate the action plan, but is not responsible for implemention of 

many of the measures included in the plan. Therefore, some municipalities face 

difficulties in ensuring the implementation of the measures included in the plan. In 

addition, when GHG emission depends heavily on the activities of industry or 

operation of consumer sector, municipalities may experience difficulties in taking 

effective measures to reduce GHG emission in those sectors. Therefore some 

municipalities hold consultation regarding the policies and measures with other 

departments and wider stakeholders outside the municipalities in the process of 

formulation of the action plan, and ensure that inputs from other departments and 

other stakeholders are reflected in the action plan. 

 

・ Setting of emission target and PDCA cycle 

Some municipalities have set the municipal target for GHG emission in the 

action plan. However, the achievement of the target may not be verifiable in case the 

municipality heavily depends on the pro rata method to compile the GHG inventory. 

This is because it is difficult to verify the impacts of the measures for low-carbon 

society and also difficult to make the PDCA cycle (Plan, Do, Check, Adjust) function 

towards the achievement of the target. Therefore, it is desirable for the 

municipalities to apply the summation method as much as possible so that they can 

apply the PDCA cycle towards the achievement of the low-carbon society. 

 

 



Attachment 1 

Contents of “Manual for formulation of the action plans of local governments on global warming  

(for area-wide measures )” 

 

Guidance for Use of the Manual 

Chapter 1 Background and Rationale of the Formulation of the Action Plans     

1.1 Background of the Formulation of the Action Plans of Local Governments 

1.2 Rationale of New Action Plan (for area-wide measures)     

Chapter 2 Current Estimates of Greenhouse Gas Emission and Absorption  

2.1 Significance of Current Estimate in New Action Plan (for area-wide measures) 

2.2 Verification of Estimation Targets and Existing Estimation Method of GHG Emission 

2.3 Estimation of CO2 Emission from Energy Sources   

2.4 Estimation of GHG Emission except CO2 from Energy Sources   

2.5 Factor Analysis of Increasing/Decreasing of GHG Emission    

2.6 Organization of Necessary Data for Estimation of GHG Emission     

 

Chapter 3 Future Estimates of GHG Emission and Absorption (Target Setting)   

3.1 Target Setting Method under New Action Plan (for policies and measures within their 

respective area)   

3.2 Estimation Method of GHG Emission under the Current Trend Case      

3.3 Estimation Method of GHG Emission under the Measures Implementation Case 

     

Chapter 4 Policies and Measures for GHG Emission Reduction etc. 

4.1 Policies and measures for promoting the usage of energy, like wind energy or solar energy 

that would fit into the natural features of the region, except from fossil fuel 

4.2 Policies and measures for stimulating the activities for GHG emission reduction conducted 

by the businesses or people in the region  

4.3 Policies and measures for improving the regional environment that would contribute to 

reduction of GHG emission, such as improving convenience of mass transit system, 

conserving green space, promoting greening and so on  

4.4 Policies and measures for establishing the sound material-cycle society in the region, such as 

reduction of waste generation 

           

Chapter 5 Summary Table of Policies and Measures   

5.1 Summary Table of Policies and Measures  

5.2 Preparation of Road Map  

5.3 Procedures for Road Map Preparation  

 

Chapter 6 Planning, Implementation structure, Progress management (Plan-Do-Check-Adjust: PDCA) 

6.1 Implementation Structure in the Municipal Office, Implementation Structure in the Area of Jurisdiction 

6.2 Verification of the Progress of the Plan, Evaluation Method (Concept of PDCA cycle)  

  

Flow image of formulation of the new action plan and its correspond to the manual 

 Background and significance of formulation of the action 
plan (for policies and measures within their respective area) 
(Chapter 1) 

 Current estimates of greenhouse gas emission (Chapter 2) 

 Benchmark year (1990, unless HFCs, PFCs and SF for 1995) 
 Latest year 

*1. Benchmark year can be the latest year. 
*2. Basically, summation method should be applied for prefectures and designated 

cities as estimation method. On the other hand, proportional division method 
should be applied for other municipalities. However it is possible to use more 
detailed unique method. 

Factor analysis of GHG emission (->See 2.5 Section) 
* To target CO2 mainly from energy sources 

 Planning of policies and measures 
(Chapter 4) 

* Planning of policies and measures 
regarding four items that should be 
described obligatorily 
 Promotion of utilization of 

renewable energy 
 Stimulation of the activities 

conducted by the businesses or 
people in the region 

 Improvement of the regional 
environment 

 Establishment of the 
recycling-based society 

 Summary table of policies and 
measures (Chapter 5) 

* It is desirable to prepare the road map. 
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A
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 Existing similar plans, Review of upper 
level plan 

 (In case of prefecture) State of 
formulation of the action plan in 
municipalities within the prefecture 
and understanding of role sharing 

 Target setting (Chapter 3, Section 1) 

Setting of short-term goal (2012): by forecasting 

Setting of long-term goal (2050): by back casting 

Setting of med-term goal calculated from long-term goal 

Setting of med-term goal (ambitious and feasible) (2020-2030)  
* Reduction target +Effect of the measures 

 Future estimates (Chapter 3, Section 2-3) 

Current trend case in the mid-term 

To figure out the reduction potential 
* Basis for understanding future vision of 

the region 

Measure implementation case 
* Sum up of the amount of emission 

reduction that are ambitious and 
feasible 

Comparison  
(To study the 
measures that 
would be 
necessary for 
goal 
achievement by 
cross-referring) 



Attachment 2 

 

The following figures were excerpted from “Survey results on the state of 

enforcement of the Act on Promotion of Global Warming Countermeasures by local 

government (March 2014)” prepared by the Ministry of the Environment. 

 

Figure 1 Implementation structure of formulation of the action plans (for area-wide 

measures)  

(Composition of the relevant people who have participated) 

 

 
Figure 2 Number of municipalities that have formulated the action plan by category 

 

7.7%

92.3%

61.5%

100.0%

53.8%

0.0%

15.9%

70.5%

77.3%

72.7%

63.6%

4.5%

14.0%

75.4%

73.7%

78.9%

61.4%

3.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

Formulated only by person in charge
of the environmental department

in the municipality

Formulated in collaboration with
the relevant departments

in the municipality

Formulated through discussion
with regional council and representatives

of local people like NPO

Formulated through discussion
with outside experts

Formulated in cooperation with
outside consultants committed
for planning of the draft plan

Others

Municipalities that are special cities 
or larger than special cities (n=13)
Municipalities smaller than special 
cities (n=44)
Preferences and municipalities 
(n=57)

10
.6
%

5.
6%

17
.1
%

2.
4%

0.
5%

17
.0
%

5.
3%

25
.0
%

7.
3%

2.
2%

55
.3
%

42
.1
%

75
.6
%

42
.5
%

5.
1%

78
.7
%

75
.0
%

87
.8
%

82
.5
%

7.
1%

95
.7
%

80
.0
%

95
.2
%

90
.0
%

12
.3
%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

Prefectures Ordinance‐designated
cities

Core cities Special cities Municipalities smaller
than special cities

FY2009

FY2010

FY2011

FY2012

FY2013

 

Figure 3 Calculation method of CO2 emission from energy sources by sector 
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Proportional division method described in the brief version Proportional division method
Summation method Combination of proportional division method and summation method
Others

Note:) Targeted municipalities were the municipalities that answered this questionnaire out of the municipalities that answered that they had 
already formulated the action plan.
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Agenda ／List of Participants 



 
Participant’s List in Alphabetical Order 
# Countries Name Position 

1 
Antigua and 
Barbuda 

H.E. Ms. Diann 
Christine Black-Layne 

Ambassador for Climate Change 

2 Barbados 
Mr. Mohammed Iqbal 
Degia 

Senior Foreign Service officer, Ministry 
of Foreign Affairs and Foreign Trade 

3 Belize 
Ms. Ann Josephine 
Gordon 

National Climate Change Coordinator, 
Climate Change Office, Ministry of 
Fisheries, Forest and Sustainable 
Development 

4 
Republic of Cape 
Verde 

Mr. Carlos Fernandes 
Semedo 

Director General 

5 Cook Islands 
Ms. Anna Elizabeth 
Tiraa 

Director, Climate Change Cook Islands, 
Office of the Prime Minister 

6 Dominican Republic 
Mr. Omar Bolivar 
Ramirez Tejada 

Executive Vice President of the National 
Council on Climate Change and the 
Clean Development Mechanism 

7 Republic of Fiji Dr. Mahendra Kumar 
Director for Climate Change, Ministry of 
Foreign Affairs and International 
Co-operation 

8 Grenada 
Dr. Spencer Linus 
Joseph Thomas 

Senior Negotiator 

9 Republic of Guyana 
Mr. Andrew Ranji 
Bishop 

Chief Negotiator 

10 Republic of Kiribati Mr. Tutu Tekanene 
Senior Assistant Secretary of the Office 
of the Beretitenti 

11 Republic of Maldives 
Mr. Husny Mareer 
Mohamed 

Assistant Director, Department of 
Climate Change and Energy, Ministry of 
Environment and Energy 

12 
Republic of the 
Marshall Islands 

Mr. Bruce Kijiner 
Director, Office of Environmental 
Planning and Policy Coordination 

13 Republic of Nauru 
Mr. Rennier Stanislaus 
Gadabu 

AOSIS Attache, Mission of the Republic 
of Nauru to the United Nations 

14 Republic of Palau 
Ms. Charlene Takako 
Mersai 

National Environmental Planner/Climate 
Change Coordinator, Office of 
Environmental Response & 
Coordination, Office of the President 

15 
Independent State of 
Papua New Guinea 

Ms. Rensie Xhira Bado 
Panda 

Senior Policy Analyst and Focal Point 
International Climate Change 
Negotiations 

16 Saint Lucia 
Ms. Annette Areatha 
Rattigan-Leo 

Deputy Chief Sustainable and 
Environmental Officer 

17 
Independent State of 
Samoa 

Ms. Anne Rasmussen Senior Negotiator  

18 Solomon Islands 
Mr. Hudson Ata 
Kauhiona 

Deputy Director, Climate Change 
Division, Ministry of Environment, 
Climate Change, Disaster Management 
and Meteorology 

19 
Republic of Trinidad 
and Tobago 

Ms. Rueanna Haynes Second Secretary 

20 Tuvalu Mr. Kiali Molu 
Chief of Protocol HOD for DFA & 
Member of the Advisory Committee on 
Climate Change to cabinet 



# Countries Name Position 

21 Republic of Vanuatu Mr. Noel Lango 
Political Advisor to the Minister for 
Climate Change Adaptation 

22 
Caribbean 
Community Climate 
Change Center(5Cs) 

Dr. Kenrick Rodford 
Leslie 

Executive Director, Caribbean 
Community Climate Change Centre 

23 

Secretariat of the 
Pacific Regional 
Environment 
Programme(SPREP) 

Mr. David Albert 
Sheppard 

Director General 

 
Program for Policy Dialogue 
Day 1 : July 2nd 

Time Program Chairs Venue 
9:45～10:00 Registration --- 

Hotel Chinzanso 
Tokyo,  
Wisteria room 
(1st floor) 

10:00～10:30 
Opening remarks, general guidance about the 
dialogue program 

MOFA 

10:30～12:00 
Session1: Climate Change  
- Preparation of national contributions of SIDS 
- Adaptation in the new framework loss and damage 

MOFA 

12:00～13:30 Lunch --- 
Maple room 
(1st floor) 

13:30～14:30 
Session2:  
Current situation of Joint Crediting Mechanism 
(JCM) and future vision 

MOFA 

Wisteria room 
(1st floor) 14:30～14:45 Coffee break --- 

14:45～15:45 
Session3:  
Japan’s development policy and activities on 
climate change in SIDS 

JICA 

19:00～ Welcome dinner MOFA Popular room 

Day 2 : July 3rd 
9:15～ 9:30 Registration and briefing --- 

Hotel Chinzanso 
Tokyo, 
Wisteria room 
(1st floor) 

9:30～11:30 

Presentation on climate change by private 
companies:  
Nihon Genryo Co.,Ltd, Blest.Co.Ltd., Komai Haltec Inc. 
and Hitachi, Ltd. 
* During this session, lunch will be provided. 

--- 

11:30～13:00 Travel to Abiko city (CRIEPI) --- --- 

13:00～14：30 
Visit to Central Research Institute of Electric Power 
Industry (CRIEPI) 

--- 
Abiko city, Chiba 
pref. 

15:00～16:00 Visit to Mayekawa MFG. Co., Ltd. --- 
Moriya city, Ibaraki 
pref. 

17:30～19:00 Vist to Tokyo skytree --- 
Sumida city, Tokyo 
Met. 

19:00～19:30 Travel to Hotel --- --- 

Day 3 : July 4th 
9:45～10:00 Registration and briefing --- 

Hotel Chinzanso 
Tokyo, 
Ginkgo room (4th 
floor) 

10:00～12:00 

Session4: 
 Open discussion with local government, private 
companies, NGO on cooperation approach between 
Japan and the SIDS in international negotiation 

MOFA 

12:00～14:00 Lunch --- 
Bamboo room (2nd 
floor) 

14:00～16:00 Session5: NAMA workshop JICA Ginkgo room (4th 
floor) 16:00～16:30 Closing remarks MOFA 
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セッション 2  

Recent Development of The Joint Crediting Mechanism (JCM) 

外務省



Recent Development of  
The Joint Crediting Mechanism (JCM) 

July 2014 
Government of Japan 

All ideas are subject to further consideration and discussion with host countries 

 In order to effectively address the issue of climate change, it is necessary 
for both developed and developing countries to achieve low-carbon growth 
all around the world by fully mobilizing technology, markets and finance. 

 Widespread use of advanced low-carbon technologies and products in 
various fields including renewable energy, highly efficient power generation, 
home electronics, low-emission vehicles, and energy-savings in factories 
must be accelerated. 

 Realizing a low carbon society by combining these technologies and 
products with appropriate systems, services, and infrastructure is also 
crucial. 

Low-Carbon Growth 

2 

 
JAPAN 

 
 
 
 
 
 

Host 
Country 

 
 
 
 
 

Leading low carbon technologies, 
etc, and implementation of 

mitigation actions 

 Facilitating diffusion of leading low carbon technologies, products, systems, 
services, and infrastructure as well as implementation of mitigation actions, and 
contributing to sustainable development of developing countries. 

 Appropriately evaluating contributions to GHG emission reductions or removals 
from Japan in a quantitative manner, by applying measurement, reporting and 
verification (MRV) methodologies, and use them to achieve Japan’s emission 
reduction target. 

 Contributing to the ultimate objective of the UNFCCC by facilitating global actions 
for GHG emission reductions or removals, complementing the CDM. 

Basic Concept of the JCM 

MRV 

JCM 
Projects 

GHG emission 

reductions/ 
removals 

MRV Methodologies 
will be developed 

by the Joint Committee 

Used to achieve 

Japan’s emission 
reduction target 

Credits 

3 

Japan Host Country 
•Notifies 
registration 
of projects 

• Issuance of credits 

Government 

•Reports 
issuance of 
credits 

•Notifies 
registration 
of projects 

•Reports 
issuance of 
credits 

• Issuance of credits 

Government 

Scheme of the JCM 

•Develops/revises the 
rules, guidelines and 
methodologies 

•Registers projects 
•Discusses the 

implementation of JCM 

Joint Committee 
(Secretariat) 

Conduct policy consultations  

•Request registration 
of projects 

•Validate projects 
•Verify amount of 

GHG emission 
reductions or 
removals 

Third party entities 

• Inform 
results of 
validation  

/verification 

•Request 
issuance 
of credits 

•Request registration 
of projects 

•Submit PDD 
/monitoring 
report 

• Inform 
results of 
validation  

/verification 

Project Participants 

• Implementation & 
monitoring of projects 

•Submit PDD 
/monitoring 
report Project Participants 

• Implementation & 
monitoring of projects 

•Request 
issuance 
of credits 

4 

 The Joint Committee (JC) consists of representatives from 
both Governments. 

 The JC develops rules and guidelines necessary for the 
implementation of the JCM.  

 The JC determines either to approve or reject the proposed 
methodologies, as well as develops JCM methodologies.  

 The JC designates the third-party entities (TPEs). 

 The JC decides on whether to register JCM projects which 
have been validated by the TPEs.   

 Each Government establishes and maintains a registry. 

 On the basis of notification for issuance of credits by the JC, 
each Government issues the notified amount of credits to 
its registry. 

The role of the Joint Committee and each Government 

5 

 The JCM should be designed and implemented, taking into 
account the followings: 

(1) Ensuring the robust methodologies, transparency and 
the environmental integrity; 

(2) Maintaining simplicity and practicality based on the 
rules and guidelines; 

(3) Promoting concrete actions for global GHG emission 
reductions or removals;  

(4) Preventing uses of any mitigation projects registered 
under the JCM for the purpose of any other 
international climate mitigation mechanisms to avoid 
double counting on GHG emission reductions or 
removals. 

Approaches of the JCM 

6 



(1) The JCM starts its operation as the non-tradable credit 
type mechanism. 

(2) Both Governments continue consultation for the 
transition to the tradable credit type mechanism and 
reach a conclusion at the earliest possible timing, taking 
account of implementation of the JCM. 

(3) The JCM aims for concrete contributions to assisting 
adaptation efforts of developing countries after the JCM 
is converted to the tradable credit type mechanism. 

(4) The JCM covers the period until a possible coming into 
effect of a new international framework under the 
UNFCCC.  

Features of the JCM 

7 

JCM 

Project Cycle of the JCM and the CDM 

Submission of 
Proposed  

Methodology 

Approval of 
Proposed 

Methodology 

Development 
 of PDD 

Validation 

Registration 

Monitoring 

Verification 

Issuance 
 of credits 

CDM 

Project Participant / Each Government 
Joint Committee 

Joint Committee 

Project Participant 

Third Party Entities 

Joint Committee 

Project Participant 

Third Party Entities 

Joint Committee decides the amount 
Each Government issues the credit 

Project Participant 

CDM Executive Board 

Project Participant 

Project Participant 

Designated Operational Entities 
(DOEs) 

CDM Executive Board 

DOEs 

CDM Executive Board 

<Main actors at each process> 

C
a

n
 b

e
 c

o
n

d
u

ct
e

d
 b

y 
th

e
 s

a
m

e
 T

P
E

 
C

a
n

 b
e

 c
o

n
d

u
ct

e
d

 s
im

u
lta

n
e

o
u

sl
y 

8 

JCM   CDM 

Governance -“de-centralized” structure  
    (Each Government, Joint 
Committee) 

-“centralized” structure 
   (CMP,  CDM Executive Board) 

Sector/project 
Coverage 

-Broader coverage -Specific projects are difficult to 
implement in practice 

 (e.g. USC coal-fired power generation) 

Validation of 
projects 

- In addition to DOEs, ISO14065 
certification bodies can conduct 

-Checking  whether a proposed 
project fits eligibility criteria 
which can be examined 
objectively 

-Only DOEs can conduct 
-Assessment of additionality of each 
proposed project against hypothetical 
scenarios 

Calculation of 
Emission 
Reductions 

-Spreadsheets are provided 
-Default values can be used in 
conservative manner when 
monitored parameters are 
limited. 

-Various formulas are listed 
-Strict requirements for measurement of 
parameters 

Verification of 
projects 

-The entity which validated the 
project can conduct verification 

-Validation & verification can be 
conducted simultaneously 

- In principle, the entity which validated 
the project can not conduct verification 

-Validation & verification must be 
conducted separately 

Key features of the JCM in comparison with the CDM 
(Subject to further consideration and discussion with host countries) 

9 

Roadmap for the JCM 

JFY2014 JFY2013 JFY2012 

Governmental Consultation (Increasing numbers of JCM Partner countries) 
Consultations with interested countries 

Establishment & operation of the JC 
 Development of rules and guidelines Development guidelines

Establishment & operation of the 
registry & website 

JCM 
Operation 

UNFCCC negotiations 

Feasibility Studies & Capacity Building 

JCM Demonstration Projects and JCM Model Projects 

Operation

Signing 
Bilateral 

Document 

Development of methodologies 
Registration of projects 

10 

Mongolia   
On Jan. 8, 2013 
 （Ulaanbaatar） 

Bangladesh 
On Mar. 19, 2013  
(Dhaka) 

Ethiopia 
On May 27, 2013 
 (Addis  Ababa) 

Kenya  
On Jun. 12,2013  
 (Nairobi) 

Maldives  
On Jun. 29, 2013 
(Okinawa) 

 Viet Nam  
On Jul. 2, 2013  
(Hanoi) 

Countries with which Japan has signed on bilateral documents  

 Japan has held consultations for the JCM with developing countries since 2011 and 
signed the bilateral document for the JCM with Mongolia, Bangladesh, Ethiopia, 
Kenya, Maldives, Viet Nam, Lao PDR, Indonesia, Costa Rica, Palau and Cambodia.  

 Japan held the Joint Committee with Mongolia, Bangladesh, Ethiopia, Kenya,  
Maldives, Viet Nam, Indonesia and Palau respectively. 

Lao PDR  
On Aug. 7, 2013 
(Vientiane) 

Indonesia  
On Aug. 26, 2013 
(Jakarta)

Costa Rica  
On Dec. 9, 2013 
(Tokyo) 

Palau  
On Jan. 13, 2014 
(Ngerulmud) 

Cambodia 
On Apr. 11, 2014 
(Phnom Penh) 
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The current status of UNFCCC negotiation (1/2) 

 

41. Acknowledges that Parties, individually or jointly, may develop and 
implement various approaches, including opportunities for using 
markets and non-markets, to enhance the cost-effectiveness of, and to 
promote, mitigation actions, bearing in mind different circumstances 
of developed and developing countries; 

42. Re-emphasizes that, as set out in decision 2/CP.17, paragraph 79, all 
such approaches must meet standards that deliver real, permanent, 
additional and verified mitigation outcomes, avoid double counting of 
effort and achieve a net decrease and/or avoidance of GHG emissions;  

44. Requests the SBSTA to conduct a work programme to elaborate a 
framework for such approaches, drawing on the work of the AWG-LCA 
on this matter, including the relevant workshop reports and technical 
paper, and experience of existing mechanisms, with a view to 
recommending a draft decision to the COP for adoption at its 19th 
session;  

45. Considers that any such framework will be developed under the 
authority and guidance of the Conference of the Parties; 

 

Decision 1/CP18 

12 



 
46. Decides that the work programme referred to in paragraph 44 above 

shall address the following elements, inter alia: 
(a) The purposes of the framework; 
(b) The scope of approaches to be included under the framework; 
(c) A set of criteria and procedures to ensure the environmental 

integrity of approaches in accordance with decision 2/CP.17, 
paragraph 79; 

(d) Technical specifications to avoid double counting through the 
accurate and consistent recording and tracking of mitigation 
outcomes; 

(e) The institutional arrangements for the framework; 
 

Decision 1/CP18 

 The JCM is one of various approaches Japan and partner countries are 
jointly developing and implementing , and Japan intends to contribute 
to elaborating the framework for such approaches under the UNFCCC. 

 Japan also intends to report to the COP regarding the use of the JCM in 
Biennial Reports including the Common Tabular in line with Decision 
19/CP18. 

The current status of UNFCCC negotiation (2/2) 
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Technical Details Currently Considered for the JCM 
 (Subject to further consideration and discussion with host countries)   
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Necessary documents for the JCM 

  Rules and Guidelines 

Overall 

 Rules of Implementation 
 Project Cycle Procedure 
 Glossary of Terms 
 Guidelines for Designation as a Third-Party 

Entity (TPE guidelines) 

Joint Committee 
 Rules of Procedures for the Joint 

Committee (JC rules) 

Methodology 
 Guidelines for Developing Proposed 

Methodology (methodology guidelines) 

Project 
Procedures 

Developing 
a PDD 

 Guidelines for Developing Project Design 
Document and Monitoring Report (PDD 
and monitoring guidelines) Monitoring 

Validation  Guidelines for Validation and Verification 
(VV guidelines) Verification 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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Methodology Development Procedure of the JCM 

 Prepare a proposed 
methodology 

 * Methodology guidelines 
 * Proposed methodology 

form 
 * Proposed Methodology 

Spreadsheet Form 

Project Participant 
(Methodology Proponent) 

Joint Committee 

 Completeness check 
[7 days] (secretariat) 

Submit the proposed methodology 

Submission of 
Proposed  

Methodology 

Public Inputs 

Approval of 
Proposed 

Methodology 

Government 
(Methodology Proponent) 

Notify the outcome of consideration 

 Prepare a proposed 
methodology 

 * Methodology guidelines 
 * Proposed  methodology 

form 
 * Proposed Methodology  

Spreadsheet Form 

 Public inputs [15 
days] (secretariat) 

  

 Develop a proposed 
methodology under 
the initiative of the 
Joint Committee 

 Assessment of the 
proposed 
methodology [60 
days or up to 90 
days] 

Completeness 
Check 

Communicate the result of completeness check 

 Approval of the 
proposed 
methodology 

Note: Asterisk ( * ) indicates documentation relevant for each step of the procedure 

Notify the receipt of the submission 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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Registration & Issuance Procedure of the JCM (1/2) 

Project Participant Third-Party Entity Joint Committee Government 

 Validate a project 
 Prepare a validation 

report 
 * Validation and verification 

guidelines 
 * Validation report form 

Submit the draft PDD and MoC, and request for validation 
and public inputs Development 

 of PDD 

Validation 

 Complete a PDD and 
develop a monitoring 
plan 

 * PDD form and Monitoring 
Spreadsheet 

 * PDD and monitoring 
guidelines 

 Complete an MoC 
Form  

 * MoC Form 

Submit the validation report 

Registration 

Submit registration request form, the validated PDD and  
MoC, and the validation report and request for registration 

Notify the registration 

Notify the conclusion 

Notify the registration 

 Complete a 
registration request 
form 

 * Registration request form 
Notify the receipt of the request 

Validation
Validation and 
verification can 

be conducted 
simultaneously  
or separately. 

 Completeness check   
[7 days] (secretariat) 

 
 Registration 

Notify the receipt of the submission 

 Public inputs[30 days] 
(secretariat) 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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Registration & Issuance Procedure of the JCM (2/2) 

Project Participant Third-Party Entity Joint Committee Government 

 Conduct monitoring 
 Prepare a monitoring 

report 
 * PDD and monitoring 

guidelines 
 * Monitoring report sheet 

 Verify emission 
reductions 

 Prepare a verification 
report 

 * Validation and 
Verification guidelines 

 * Verification report form 

Submit the monitoring 
report  for verification 

Submit the verification report 

Monitoring 

Verification 

Issuance 

 Issuance of credits 

 

 Determine allocation 
of credits 

 Complete a credit 
issuance request 
form 

* Credit issuance request 
form 

Request for notification for issuance 

 Completeness check  
[7 days] (secretariat)

 

Notify the amount of credits 
to be issued 

Validation and 
verification can 

be conducted 
simultaneously  
or separately. 

Notify the result 

Notify the issuance 

 Decision on 
notification of 
amount of credits to 
be issued 

Notify the receipt of 
the request 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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Rules of Procedures for the Joint Committee 

Members 
 The Joint Committee (JC) consists of representatives from both Governments.  
  Each Government designates members, which may not exceed [10]. 
  The JC has two Co-chairs to be appointed by each government (one from the host country 
      and the other from Japan). Each Co-Chair can designate an alternate from members of the JC. 
 

Decision making in the JC  
 The JC meets no less than once a year and decision by the JC is adopted by consensus.  
 The JC may adopt decisions by electronic means in the following procedure: 
     (a) The proposed decisions are distributed by the Co-Chairs to all members of the JC.  
     (b) The proposed decision is deemed as adopted when,  

i) no member of the JC has provided negative assertion within [20] calendar days after  
       distribution and both Co-Chairs have made affirmative assertion, or 
ii) all members of the JC have made affirmative assertion. 

 If a negative assertion is made by one of the JC members, the Co-Chairs take into  
     account the opinion of the member and take appropriate actions. 
 The JC may hold conference calls to assist making decisions by electronic means. 
 

External assistance 
 The JC may establish panels and appoint external experts to assist part of its work. 
 

Languages: English    Secretariat: The secretariat services the JC.  
Confidentiality: Members of the JC, Secretariat, etc. respect confidentiality.  
Record of the meeting: The full text of all decisions of the JC is made publicly available.   

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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 In the JCM, emission reductions to be credited are defined as the 
difference between “reference emissions” and project emissions.  

 The reference emissions are calculated below business-as-usual 
(BaU) emissions which represent plausible emissions in providing 
the same outputs or service level of the proposed JCM project in the 
host country. 

 This approach will ensure a net decrease and/or avoidance of GHG 
emissions. 

Basic Concept for Crediting under the JCM 

Likely range of BaU emissions 
Start of project operation 
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 Reference Emissions 

Project emissions 

Emission 
Reductions 

(credits) 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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 Reference emissions are calculated by multiplying a 
“crediting threshold” which is typically expressed as GHG 
emissions per unit of output by total outputs. 

 A crediting threshold should be established ex ante in the 
methodology applicable for the same project type in the 
host country. It should also be established conservatively 
in order to calculate reference emissions below BaU 
emissions.  

 This standardized approach will greatly reduce the burden 
of analyzing many hypothetical scenarios for 
demonstrating additionality of the proposed project such 
as under the CDM, whereas increase transparency for 
calculating GHG emission reductions. 

Crediting Threshold 
(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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 A net decrease and/or avoidance of GHG emissions can be realized 
in alternative way, instead of calculating the reference emissions 
below BaU emissions. 

 Using conservative default values in parameters to calculate project 
emissions instead of measuring actual values, will lead calculated 
project emissions larger than actual project emissions. 

 This approach will also ensure a net decrease and/or avoidance of 
GHG emissions, as well as reduce burdens of monitoring. 

Addendum: ways to realize net reduction 

BaU emissions 
Start of project operation 
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Actual project emissions 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 

Calculated project emissions 

Emission
Reductions 

(credits) 
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JCM Methodology  
 Key Features of the JCM methodology 

The JCM methodologies are designed in such a way that project participants can 
use them easily and verifiers can verify the data easily.  

In order to reduce monitoring burden, default values are widely used in a 
conservative manner. 

Eligibility criteria clearly defined in the methodology can reduce the risks of 
rejection of the projects proposed by project participants. 

Eligibility 
criteria 

• A “check list” will allow easy determination of eligibility of a 
proposed project under the JCM and applicability of JCM 
methodologies to the project. 

Data 
(parameter) 

• List of parameters will inform project participants of what data 
is necessary to calculate GHG emission reductions/removals 
with JCM methodologies. 

• Default values for specific country and sector are provided 
beforehand. 

Calculation • Premade spreadsheets will help calculate GHG emission 
reductions/removals automatically by inputting relevant values 
for parameters, in accordance with methodologies. 

23 

Basic concept of  Eligibility criteria in JCM methodology 
(Subject to further consideration and discussion with host countries) 

The eligibility criteria in each JCM methodology should be 
established, in order to reduce emissions by: 
accelerating the deployment of low carbon technologies, 

products and services, which will contribute to achieving net 
emission reductions; 

  facilitating the nationally appropriate mitigation actions 
(NAMAs) in host countries.  

 
 1.  Both Governments determine what technologies, products, 

etc should be included in the eligibility criteria through the 
approval process of the JCM methodologies by the Joint 
Committee. 

 
2. Project participants can use the list of approved JCM 

methodologies, similar to positive list, when applying for the 
JCM project registration.  24 



 Eligibility criteria in JCM methodologies shall contain the following: 
1. The requirements for the project in order to be registered as a 

JCM project. <Basis for the assessment of validation and registration of a 
proposed project> 

2. The requirements for the project to be able to apply the JCM 
methodology. <same as “applicability condition of the methodology” under 

the CDM> 
 Examples of eligibility criteria 1. 
 Introduction of xx (products/technologies) whose design 

efficiency is above xx (e.g. output/kWh)  <Benchmark Approach> 

 Introduction of xx (specific high efficient products/technologies, 
such as air conditioner with inverter, electric vehicles, or PV 
combined with battery) <Positive List Approach> 

 Examples of eligibility criteria 2. 
 Existence of historical data for x year(s) 
 Electricity generation by xx (e.g. PV, wind turbine) connected to 

the grid 
 Retrofit of the existing boiler 

Eligibility Criteria of the JCM 
(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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Overview of JCM Methodology, Monitoring Plan and Monitoring Report 

Approved Methodology Document 

 JCM methodology consists of the followings. 

Approved Methodology Document 
Monitoring Spreadsheet 

Monitoring Plan Sheet (including Input Sheet & Calculation Process Sheet) 
Monitoring Structure Sheet 
Monitoring Report Sheet (including Input Sheet & Calculation Process Sheet) 

 Monitoring Spreadsheet Monitoring 
Report Sheet 

Monitoring 
Structure Sheet 

Monitoring Plan 
Sheet 

Cells for data & 
information input 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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PDD and Monitoring Plan 

 Developing a Project Design Document (PDD) and a Monitoring Plan

A PDD form should be filled in with information of the proposed project. 
A Monitoring Plan consists of Monitoring Plan Sheet and Monitoring 

Structure Sheet, and it should be filled in as well. 

Cells for data 
input (ex ante) 

Other necessary information on parameters 
to be monitored are: 
• Monitoring options 
• Source of data 
• Measurement methods and procedures 
• Monitoring frequency 

PDD 

Monitoring Plan 

Monitoring Structure 

Roles and responsibilities 
of personnel for monitoring 
should be described 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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Monitoring Report 
 Making a Monitoring Report 

A Monitoring Report should be made by filling cells for data input (ex post) 
in the Monitoring Report Sheet with monitored values. 
Project participants prepare supporting documents which include 

evidence for stated values in the cells for data input. 
Cells for data 

input (ex post) 

Other necessary information on monitored 
parameters are to be filled in: 
• Monitoring options 
• Source of data 
• Measurement methods and procedures 
• Monitoring frequency 

Monitoring 
period 

Monitoring Report 

(Subject to further consideration and discussion with host countries) 
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Possible Contents of the JCM PDD 
(Subject to further consideration and discussion with host countries) A. Project description 

A.1. Title of the JCM project 
A.2. General description of project and applied technologies and/or measures 
A.3. Location of project, including coordinates 
A.4. Name of project participants 
A.5. Duration 
A.6. Contribution from developed countries 

B. Application of an approved JCM methodology(ies) 
B.1. Selection of JCM methodology(ies) 
B.2. Explanation of how the project meets eligibility criteria of the approved 

methodology 
C. Calculation of emission reductions 

C.1. All emission sources and their associated greenhouse gases relevant to the 
JCM project 

C.2. Figure of all emission sources  and monitoring points relevant to the JCM 
project 

C.3. Estimated emissions reductions in each year 
D. Environmental impact assessment 
E. Local Stakeholder consultation 

E.1. Solicitation of comments from local stakeholders 
E.2. Summary of comments received and their consideration 

F. References 
Annex 
Approved Methodology Spreadsheet consists of Monitoring Plan Sheet, Monitoring 
Structure Sheet and Monitoring Report Sheet, and it shall be attached to the PDD. 29 
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■Variety of capacity building activities to increase technical experts  
 e.g.,) Experts on measuring amount of emission reductions by introducing low carbon  
        technologies and products in the host country. 

■JCM Demonstration Projects are implemented by NEDO (New Energy and Industrial  
  Technology Development Organization), which supports the project costs necessary to  
  verify the amount of GHG emission reduction in line with JCM rules and guidelines. 
■The budget for FY 2014:  6billion JPY (approximately $61million)  
■Coverage of project cost: Cost of the JCM Demonstration Projects necessary for MRV    
                                                                                    e.g. Cost of design, machines, materials, labor, travel, etc.  

■Eligibility for the JCM Demonstration Projects:  
  - Concrete Projects to demonstrate the effectiveness of leading Japanese technologies   
     and/or products installed and operated in the projects,  and  the amount of  their GHG   
     emission reduction with MRV methodology by actual operation  
  - Project Participants consist of entities from both countries, only the Japanese     
    entities can apply for the JCM Demonstration projects. The projects shall be completed  
    within 3 years. 
 

■The study to promote potential JCM projects  and to survey their feasibility as well as to  
   check the practicality of the MRV methodology.  

JCM Promotion Scheme by METI 

JCM Demonstration Projects

JCM Feasibility Study (FS) 

Capacity Building Programmes 
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JCM Feasibility Studies (FSs) by METI & NEDO in FY2012 

54 projects were selected (19 countries) 

Mexico: 
Introduction of 

Cogeneration Facilities 

Myanmar: 
Run-of-river Micro Hydro 

Power Generation 

Thailand, Vietnam,  Malaysia: 
Energy Saving Systems at 

Commercial Facilities 

Djibouti, Ethiopia: 
Geothermal Power 

Generation 

Thailand, Vietnam: 
Green Convenience Stores 
Micro-Scale Hydro Power Generation 

Malaysia/Indonesia: 
Reducing  N2O emission by 

using  coating fertilizer 

Malaysia:
Erea Energy Network Construction and 
  Energy Management System (EMS) 

Vietnam, Myanmar, 
Cambodia: 
Highly Efficient  Coal Power 

Plants(Ultra Super Critical) 

Indonesia: 
Renewable Energy Hybrid System 
Utility Facility Operation Optimization Technology  
Replacement Project of the Existing Thermal Power Plants 
Rehabilitation of Hydro Power Plants 
REDD+ (5 projects) 
Optimum control of plant equipment  (by IT)  
Wind-Power Generation(by EMS) 
Mega-Solar Power Plants Using Thin-Film Solar Cells  
Developing Technology of Biodiesel Fuel (BDF) 
SNG project (Substitute Natural Gas)  
CCS (Carbon dioxide Capture and Storage) 
Biomass Power Generation 
Eco-shipping for Coastal Cement Tanker 
Small Hydro Power Generation 
Geothermal Power Generation 
Low-Rank Coal Fuel Waste Heat Drying Project 

Kenya: 
Hybrid Mini Grids Using   
  Renewable Energy 

Mongolia: 
Highly Efficient Transmission 

and Coal Power Plant 

Philippines: 
Electric Three-Wheeled Vehicles 
Flash and Binary Geothermal Power Generation 

Thailand: 
 Introducing Heat 

Recovery Heat Pumps 

Kazakhstan: 
Coal-fired Power Generation 

→ METI’s FSs for Policy Recommendation (33 projects) 
→ NEDO’s FSs for Project  Exploration /Development (21 projects) 

Bangladesh: 
CCGT power generation 

Maldives: 
Air conditioners by using 

deep sea water

India: 
Energy Efficient Technologies for Integrated Steel Works 
Run-of-river micro hydro power project            
Energy Efficient  Air Conditioners (HFC 32) 
Coal Drying Technology (Low Temperature Waste Heat Recovery) 
Highly Efficient Servers at Data Centers 
Highly Efficient  Coal Power Plants(Ultra super critical) 
Energy Efficient Technologies for Integrated steel works 

Mozambique: 
BDF (Bio Diesel Fuel) 

&PV (Photovoltaic)  
Hybrid Power 
Generation System 

South Africa: 
Energy Saving project 

at cement industry 

Mauritius & etc: 
Multi-Stage Deep Seawater 

Utilization System 

Vietnam: 
Small-Medium Hydropower Generation 
Highly Efficient Energy Conservation Systems 
Highly Efficient Air Conditioner 
Energy Efficiency Technologies for Integrated steel works 
Promotion of Water-Saving Showerheads 
Disseminating and Promoting Electric Motorcycles 
Highly Efficient  Coal Power Plants(Ultra Super Critical) 
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JCM Feasibility Studies (FSs) by METI & NEDO in FY2013 

30 projects were selected ( 13countries) 

Mexico: 
CCS (Carbon dioxide 

Capture and Storage) 

Myanmar: 
Run-of-river Micro Hydro Power Generation  

Vietnam: 
Highly Efficient Coal Power Plants(Ultra Super Critical) 
Water purification/sludge reduction 
Energy recovery using organic waste 
Wind-Power generation 
Energy saving by inverter air conditioner optimum 

operation at National Hospital 
Energy saving by BEMS optimum operation at Hotel 

Indonesia: 
Biomass Power Generation 
Energy saving stores based on CO2 refrigerant 
REDD+ (4 projects) 
Energy saving by optimum operation at Oil factory 
Utility facility operation optimization technology 

into Oil factory 
Thin-Film solar power plant 

Mongolia: 
Wind-Power generation 
energy efficient housing complex at Ger area 
High efficiency and low loss power transmission 

and distribution system 

→ METI’s FSs for Policy Recommendation (19 projects) 
→ NEDO’s FSs for Project  Exploration /Development (5 projects) 
→ NRDO’s Demonstration Project (6 project)

India:            
Energy Efficient  Air Conditioners (HFC 32) 
Energy Efficient Technologies for 

Integrated Steel Works 

Laos: 
Energy saving at beer plant 
REDD+ 

Kenya: 
Dissemination of Solar lantern  

Djibouti, Rwanda: 
Geothermal Power Generation 

Kenya, Ethiopia : 
Micro Hydro power plant  

Thailand: 
Energy saving at Industrial Estate  
Air Conditioners using CO2 refrigerant 

Peru: 
REDD+ 
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Capacity Building Programmes 

Region 
Asia, Africa, Latin America, and Small Island 
countries 

Scope 
Facilitating understanding on the JCM rules 
and guidelines,  enhancing capacities  for 
implementing MRV 

Activities 

Consultations, workshops, seminars, training 
courses and study tours, etc. 

Target 
Government officials, private sectors, candidate 
for validation & verification entities, local 
institutes and NGOs 

New Mechanisms Information Platform website provides the latest 
information on the JCM <URL: http://www.mmechanisms.org/e/index.html> 

Outreach 

Objective 
Elaborating investment plan on JCM projects, developing MRV methodologies and 
investigating feasibility on potential JCM projects,  

Reports 
Available at GEC (Global Environment Centre Foundation ) website  <URL: http://gec.jp > 

Capacity Building Programmes & Feasibility Studies by MOE 

JCM Project Planning Study (PS) 

JCM Feasibility Study (FS) 

Type of studies 

Large Scale JCM Feasibility Study 

To develop a JCM Project in the next fiscal year 

To survey feasibility of potential large scale JCM 
projects including city level cooperation 

To survey feasibility of potential JCM projects 

Feasibility Studies 
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Government of 
Japan 

International consortiums  
(which include Japanese entities) 

Finance part of an 
investment cost  
(up to the half) 

Conduct MRV and expected 
to deliver at least half of JCM 
credits issued 

The budget for FY 2014 
1.2 billion JPY (approx. USD12 
million) per year by FY2016 
(total 3.6 billion JPY)  

 Scope of the financing: facilities, equipment, vehicles, etc. which reduce CO2 from 
fossil fuel combustion as well as construction cost for installing those facilities, etc.  

 Eligible Projects : starting installation after the adoption of the financing and 
finishing installation within three years. 
 

Financing Programme for JCM Model Projects by MOE 

35 

平成25年度予算 
○○百万円 

MOEJ 

JICA, other 

Fund for expansion  
of low-carbon  
technologies 

JICA, other

Fund for expansion Finance 

Collaboration 

GHG 
Emission 

Reduction 

Subsidy Fund for expansion Subsidy

Financial assistance/financial investments 
for overseas investment and lending 

Contribution 
Finance 

Supported Project by JICA, etc. Supported Project by JICA, etc.

Collaboration 

ADB 
Trust Fund 

ADB Project 

Advanced Low 
Carbon 
Technologies 

Finance

Carbon 
Technologies

JCM Project 

・Waste to Energy 
Plant 
・Renewable Energies 
・Water Supply and 
Sewage Systems 
・Transportation 

New Support  Program Enabling “Leapfrog” Development (Fund/ADB) by MOE  

Fund for expansion of low-carbon technologies ADB Trust Fund 

To expand superior and advanced low-carbon 
technologies for building the low carbon society as the 
whole city wise and area wise  in the wider fields, and to 
acquire credits by the JCM .   
. 

To finance the projects which have the better efficiency 
of  reducing GHG emission in collaboration with other 
projects supported by JICA and other national 
organizations  

4.2 billion JPY (approx. USD42 million) 

To develop ADB projects as the “Leapfrog” developments by 
the advanced technologies and to show the effectiveness of 
the JCM scheme by the acquisition of credits of the JCM.  

To provide the financial incentives for the adoption of the 
advanced low-carbon technologies which are superior in 
GHG emission reduction but expensive in ADB- financed 
projects
 

1.8 billion JPY (approx. USD18 million) 
Budget for FY 2014 

Scheme 

Purpose 

Budget for FY 2014 

Scheme 

Purpose 
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Indonesia: 
◆Power generation by waste heat recovery in cement Industry 
  Waste heat recovery system with suspension preheater boiler and 

air quenching cooler boiler is installed in cement production process 
and generates electricity (28 MW) to be used in the cement plant. 

◆Palm waste biomass power generation project 
    Fluidized bed furnace is installed in a biomass power generation 

plant (6.2 MW) utilizing EFB (Empty Fruit Bunch) as a fuel. 
◆Solar power hybrid system installation to existing base 

transceiver stations in off-grid area 
  Solar power (900 kW) and lithium ion batteries are installed to 

replace inefficient diesel generators at mobile base stations. 
◆Energy saving through introduction of regenerative burners to 

the aluminum holding furnace of the automotive components 
manufacturer 

    Regenerative burners which recover heat from exhaust gas 
efficiently are installed in a casting process.  

◆Energy saving for textile factory facility cooling by High 
efficiency centrifugal chiller 

    Chiller with a high efficiency compressor and economizer cycle are 
installed. 

Viet Nam: 
◆Anaerobic digestion of organic waste for biogas 

utilization at market 
    Organic waste discharged from a market is used to generate 

biogas in a methane fermentation system. The biogas is then 
supplied to a seafood processing factory. 

◆Eco-driving with the use of digital tachographs 
    Trucks are fitted with eco-drive improving system using 

digital tachographs, realizing CO2 emission reduction and 
safe-driving. 

JCM Model Projects in 2014 by MOEJ 
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Mongolia:
◆ Upgrading and Installation of Centralized Control 

System of High-Efficiency Heat Only Boiler (HOB) 
The high-efficiency Heat Only Boilers (HOBs) will 

replace outdated low-efficiency HOBs, to supply 
heated water for winter indoor heating. The project 
will also introduce centralized control system for the 
integrated heat supply in collective buildings.  

Indonesia: 
◆ Energy Saving for Air-Conditioning and Process Cooling at Textile 

Factory (in Batang city) 
The high performance refrigerating machine with efficient compressor and 

economizer cycle will be introduced for factory air-conditioning.  
◆ Energy Savings at Convenience Stores 

The latest high-efficiency chillers with natural refrigerant (CO2 refrigerant), 
inverter-controlled air-conditioners, and LED lighting will be introduced in 
convenience stores. Rooftop photovoltaic power generation systems will 
also be introduced.  

◆ Energy Efficient Refrigerants to Cold Chain Industry
The advanced energy efficient non-fluorocarbon cooling system using NH3 

and CO2 will be introduced in the food industry and logistics industry. A 
screw compressor and an IPM (interior permanent magnet synchronous) 
motor are adopted and operated integrally, to achieve high efficient 
operation of the cooling facility. 

◆ Energy Saving by Double Bundle-Type Heat Pump at Beverage Plant 
A double bundle-type heat pump, generating both heating and cooling 

energy, will be installed to reduce energy consumption. 
◆ Energy Saving for Air-Conditioning and Process Cooling at Textile 

Factory (in West Java province & Banteng province) 
The high performance refrigerating machine with efficient compressor and 

economizer cycle will be introduced for factory air-conditioning.  

Viet Nam: 
◆ Integrated Energy Efficiency Improvement 

at Beer Factory 
A set of high performance equipment for 

energy efficiency improvement and renewable 
energy generation will be introduced in beer 
factories. Before the installation, the potential 
of energy saving and possible high potential 
points in the beer production process will be 
identified by using the energy structure 
analysis simulation technology. 

◆ Energy Efficient NH3 Heat Pumps to Marine 
Products Processing Industry 
The high efficient heat pump using ammonia 

(NH3) as a refrigerant will be introduced to 
save their energy consumptions. 

Bangladesh: 
◆ Brick Production based on Non-Firing 

Solidification Technology 
In place of the existing brick production with 

the firing process with the combustion of coal, 
the new brick production with the non-firing 
solidification technology will be introduced.  

Cambodia: 
◆ Small-scale Biomass Power Generation by Using Stirling Engines 

The introduction of small-scale biomass power generation systems 
with stirling engines will replace diesel-based power generation at rice 
mills. The stirling engine, external-combustion engine, is suitable for the 

utilisation of biomass such as rice husk.  

JCM Model Projects in 2013 by MOEJ 
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Mongolia: 
◆10MW-Scale Solar Power Plant and Rooftop Solar Power 

System 
■Centralization of Heat Supply System by Installation of High 

Efficiency Heat only Boiler (HOB) 
△10MW-Scale Solar Power Generation for Stable Power 

Supply 

△Energy Conservation at Cement Plant 
△Improvement of Thermal Installation and Water Cleaning/Air 

Purge at Power Plants

Sri Lanka: 
△Sustainable Biomass-Based Power Generation  

Thailand: 
■Dissemination of High-Efficiency Inverter Air Conditioners 

△Heat Recovery to Generate Both Cooling and Heating Energy 

Indonesia: 
◆Energy Saving by High-Efficiency Centrifugal Chiller 

◆Power Generation by Waste Heat Recovery in Cement Industry 
◆Regenerative Burners for Aluminum Melting Furnaces 

△Anaerobic Treatment for Wastewater from Rubber Plants 
△Solar Power System at Off-Grid Cell Towers 

△Improvement of REDD+ Implementation Using IC Technology 
Indonesia (and Myanmar): 
△Solar–Diesel Hybrid Power Generation 

Myanmar: 
△Geothermal Binary Power Generation 
Myanmar (and Indonesia): 
△Solar–Diesel Hybrid Power Generation 

●  

● 

●  

 ◆-- JCM Project Planning Study (PS) 
 ■-- JCM Demonstration Study (DS) 
 △-- JCM Feasibility Study (FS) 

Viet Nam: 
◆Anaerobic Digestion of Organic Waste for Cogeneration at Market 

◆Integrated Energy Efficiency Improvement at Beer Factories 
■Energy Efficiency Improvement of Glass Furnace 

△Promotion of Public Transport Use by Park-&-Ride System  
△Energy Saving Glass Windows for Buildings 

△REDD+ with Livelihood Development and Biomass-based Power 
Generation 

Bangladesh: 
△High-Efficiency Rice Husk Based 

Cogeneration 
△Solar Power Generation with Long-Life 

Storage Battery in Non-Electrified 
Regions 

Lao PDR: 
■Promotion of Use of Electric Vehicles 

(EVs) 

Kenya:  
△Expansion of Geothermal Project 

●  

●  

●  

●  

●  

●  

Overview of JCM Planning/Demonstration/Feasibility Studies in 2013 by MOEJ 
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Mongolia: 
◆10MW-scale Solar Power Generation for 

Stable Power Supply 
◆Efficiency Improvement of Combined Heat 

and Power Plant by Thermal Insulation 

Sri Lanka: 
◆10MW-scale Biomass 

based Power Generation 

Cambodia: 
◆Energy Saving by Efficiency Improvement of Water 

Treatment Plants of Phnom Penh Water Supply 
Authority 

◇REDD+ in Prey Long Area and Seima Area

Indonesia: 
◆Installation of Combined Heat and Power System in Hotel 
◆Waste Heat Recovery and Electricity Generation in Flat Glass Production Plant 
◆Introduction of High Efficient Old Corrugated Cartons Process at Paper Factory 
◆3.7MW Run-of-river Hydro Power Generation in Sulawesi 
◇Improvement of REDD+ Implementation Using IC Technology 

Myanmar: 
◆Introduction of Waste to Energy Plant 

in Yangon City 
◆Environment Improvement through 

Utilization of Biogas from POME 
Fermentation System 

 ◆-- JCM Project Planning Study (PS) 
 ◆-- JCM Feasibility Study (FS) 
 ◇-- REDD+ Demonstration Study (REDD+) 

Viet Nam： 
◆Introduction of Energy-from-Waste Project in Ho Chi Minh City 
◆Energy Saving for Irrigation Facility by Introducing High-

efficiency Pumps 
◆40MW-scale Hydro Power Generation in Lao Cai province 
◆Recovery and Utilization of Biogas from Mixed-treatment of 

Waste and Septage 
◆Introduction of Co-generation System Using Bagasse in Sugar 

Factory 

Bangladesh: 
◆Waste Heat Recovery and Utilization in 

Textile and Garment Factories 

Lao PDR: 
◆Biomass Utilization in Cement Kiln 
◇REDD+ in Luang Prabang Province 

Kenya:  
◆Energy Saving by Micro Flush Toilet 

Overview of JCM Planning/Feasibility/REDD+ Studies in 2014 by MOEJ(tentative) 

Ethiopia: 
◆20MW-scale 

Geothermal Power 
Generation 

Maldives: 
◆Installation of Solar PV and 

Storage Battery with Energy 
Management System (EMS) 

Palau: 
◆Solar Power Generation System 

Costa Rica: 
◆Promotion of Electric Vehicle for Taxi Usage 
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Ｓｅｓｓｉｏｎ ３ 
Japan’s development assistance policy  

and activities on climate change in SIDS 

Masami Tamura 
Director, Climate Change Division, Ministry of Foreign Affairs 

July 4, 2014 

Ministry of Foreign Affairs of Japan 
Japan International Cooperation Agency 

  

Basic Concept 
Warming of the climate system is unequivocal. 

(IPCC Fifth Assessment Report) 

Concrete actions are needed for:  
       ・50% reduction of global GHG emissions 
       ・80% reduction for developed countries  
          by 2050    
  Actions for “Cool Earth” are:  
       ・Innovation of Low Carbon Technologies 
       ・Application of existing technologies 
       ・Partnership with various stakeholders 
Overcoming the aftermath of the Great East 

Japan Earthquake and the nuclear accident. 

 ＡＣＥ： Ａｃｔｉｏｎｓ ｆｏｒ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ 
Japan’s Diplomatic Strategy for Countering Global Warming  

 

ＡＣＥＡ Ｅ ＡｃｔｉｏｎＡ： Ａ ｓ ｏｆｏｏｒ ＣｏｏＣ ｏｌ ＥａｒｔＥ ｈ
Japan’s Diplomatic Strategy for Countering Global Warming 
ＡＣＡ ｃｔ ｏｎＡＡ ｓ ｏｆｏｏｒ ＣｏｏＣ ｏ ａｒｔｈ

Japan’s Diplomatic Strategy for Countering Global Warming Japan’s Diplomatic Strategy for Countering Global Warming 

Basic Concept

Japan’s Diplomatic Strategy for Countering Global Warming 

China US E
U Others 

Current Situation 

50% Reduction 
of annual GHG 

emissions 

Year 2050 

Contributing to  
realizing  

Cool Earth  
by technologies 

50% Reduction 50% Reduction 
of annual GHG of annual GHG of annual GHG of annual GHG of annual GHG 

emissionsemissions

Innovation 

Application 

Russia 

India 

Japan 

Partnership 

OVERVIEW: November 2013,   Ministry of Foreign Affairs,   Ministry of Economy, Trade and Industry,   Ministry of Environment,   JAPAN  
2 

 Endeavor to invest USD110 billion of both public and 
private finance over five years for research and 
development in energy and environment. 

 

Implement the Low Carbon Technology Plan.  
   → approx. 80% cover of the reduction to halve global GHG 

emissions by 2050.  
(e.g., CCS, innovative structural materials, locally appropriate technology ) 

 
Host “Global Energy and Environment Innovation Forum” 

annually with the participation of leading persons.  
 

Action1 : Innovation 
Carbon Fiber Filament and its application 

3 

Action2: Application Action2: ApplicationAction2: Application

 Launch a new satellite to observe GHGs in FY2017. 
  

Monitor nation-by-nation or megacity-by-megacity GHG emission levels 
→ verify and propose countermeasures. 

  Double the number of partner countries to the Joint 
Crediting Mechanisms (JCM) over the next three years. 
 Support project formulation through JCM Special Financing Scheme 

(JSF) and “Leapfrog” fund.  
     

  Build basis for international diffusion of technologies.   
  

Promote international standardization (e.g., LED lighting) 

Exterior view of GOSAT (@JAXA) 
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Action3: Partnership Action3: Partnership

 1,600 billion yen (approx. USD 16 billion) of both public 
and private finance to developing countries over the 3 
years since 2013 
 

Focus on disaster risk reduction and utilize new schemes  
    e.g., Stand-By Emergency Credit for Urgent Recovery (SECURE) etc. 
 

Promote the substantial scale-up of private climate finance by 
utilizing public financial instruments. 
 

 Japan will lead the discussion to develop a new 
 international framework for climate change beyond 2020. 

5 
*The assumed exchange rate is 98 yen to the dollar. 

Main Features 

• Concessional loan, Grant aid, Technical assistance etc.  ODA 

• Public finance in JBIC co-financing etc.  OOF(other public finance) 

• Private finance mobilized by the utilization of JBIC and NEXI etc. Private Finance 

•Utilizing new schemes such as stand-by loan for disaster recovery (Stand-By  Emergency Credit for Urgent Recovery (SECURE)) 
and preferential terms for concessional loan 

•Leading assistance to developing countries by multilateral cooperation toward the 3rd UN World Conference on Disaster 
Prevention 

 Expansion of assistance in the  field of disaster prevention and adaptation 

•Implementing  well-thought assistance to developing countries vulnerable to the effects of climate change such as  small 
island states, focusing on disaster prevention by using various schemes 

 Consideration for vulnerable countries 

•Scaling-up of private finance substantially by utilizing public financial instruments, and thus, encouraging private sectors to 
participate in the climate change projects  

 Public-Private partnership 

•Establishing a win-win relations between Japan and developing countries through overseas expansion of low carbon 
technologies and infrastructures in which Japan has strong competitiveness 

 Promotion of the diffusion of low carbon technologies 

Assistance to Developing Countries in the field of Climate Change  

Mobilizing ODA, OOF and private finance, Japan will provide total 1,600 billion yen (approx. 16 billion 
dollars) for mitigation and adaptation measures in developing countries over 3 years from 2013 to 
2015. Among them, public finance amounts to 1,300 billion yen (approx. 13 billion dollars).*  

6 



Date Venue
 

   ◆ 14 (Sat.) – 18 (Wed.) March 2015                 ◆ Sendai,  Japan 
 

  Background 
 

 The WCDRR is a UN-hosted conference to discuss international strategy on disaster risk reduction. 
 Japan hosted the first conference (Yokohama, 1994) and the second （Hyogo, 2005). The second

conference adopted the Hyogo Framework for Action, an international guiding principle on disaster 
risk reduction from 2005 to 2015. 

 It was decided by the UN General Assembly Resolution (A/RES/67/209, December 2012) at its 67th 
session that Japan would host the third conference in early 2015. 

 Details on the conference such as schedule and venue were decided by the UN General Assembly 
Resolution (A/RES/68/211, December 2013) at its 68th session. It was also decided that the third 
conference would be convened at the highest possible level and would include a high-level segment. 
 

  Purposes 
 

 To complete assessment and review of the implementation of the Hyogo Framework for Action; 
 To consider the experience gained through the regional and national strategies/institutions and plans 

for disaster risk reduction and their recommendations as well as relevant regional agreements under 
the implementation of the Hyogo Framework for Acton; 

 To adopt a post-2015 framework for disaster risk reduction; 
 To identify modalities of cooperation based on commitments to implement a post-2015 framework 

for disaster risk reduction; 
 To determine modalities for periodic review of the implementation of a post-2015 framework for 

disaster risk reduction. 7 

The Third  World Conference on Disaster Risk Reduction (WCDRR) 
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JICA Assistance for 
Climate Compatible Development in 
Small Island Developing States (SIDS) 

 
Office for Climate Change, Global Environment Department, 
Japan International Cooperation Agency (JICA) 

Policy Dialogue on Climate Change in SIDS 
July 2-4, 2012 
Tokyo, Japan 
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JICA extends Japanese ODA (Official Development 
Assistance) through integrated implementation of 
grant aid, technical cooperation and concessional 
loan. 
Annual commitment was over US$15 billion in 2013.  

Bilateral 
Aid 

ＯＤＡ 
(Official 

Development 
Assistance) 

Multilateral 
Aid 

Grant Aid 

Technical Cooperation 

Concessional Loan 
(ODA loan) 

About JICA 
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ODA Strategy 

   ODA strategy and formulation of Program/Project 
 

Government of Japan                JICA 

Analytical Work for each Country 

Country Assistance Program 

Rolling Plan for Priority Programs / Projects by Country 

ODA Charter 
ODA Mid-term Policy 

Country Assistance 
Policy 

F
ina

ncia
l 

A
ssistance 

＜Mitigation: Low-carbon Society＞ 

 
 
 
 
 

  
 
  

＜Adaptation: Climate Resilient Society＞ 

Technica
l 

C
ooperatio

n 

Policy Dialogue 

Public-Private 
Partnership 

Research / Studies 

 Strategic Mitigation Actions 
   （NAMA、MRV、REDD+, etc.）* 
 Low-carbon Technologies 
   （Renewables, Energy Efficiency, etc.) 
 Efficient Use of Resources, etc.  
    （Mass Transit, Smart-grid, etc.）  

Comprehensive 
Assistance 

Energy, Transport, Forestry, 
Waste Management, etc. 

Equitable 
Growth 

  
Human 
Security 

Climate Change, 
A Global Agenda 

Climate Compatible 
Sustainable Development 

Policy & Institutional Reform, 
Finance Mechanism, 

Human Resource Development 

Reduction of 
GHG 

Emission
 
 
 

  
  

Enhancing 
Adaptive 
Capacity 

Responding 
to Climate  

Change 

Sustainable 
Development 

Disaster Risk Management,  
Water, Agriculture.  

Sanitation, etc.  

 Modeling / Vulnerability Assessment 
   （Climate Prediction, GIS**, etc.） 
 Enhancing Adaptive Capacity 
        （Awareness, Early Warning System, etc.) 
 Resilient Infrastructure  
      （Irrigation, Flood Control, etc.）  

JICA’s Approach: Development Cooperation for  
Climate Compatible Sustainable Development 

5 

JICA’s Cooperation for Climate Change Adaptation  

 The great majority of JICA’s cooperation for 
climate change adaptation is not intended 
exclusively for climate change adaptation. 

 
 It addresses both ①climate change risks, and 
②non-climate-change risks at the same time 
(creating co-benefits).  

 
 JICA is promoting to pursue such co-benefits. 
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Typology of JICA Adaptation Projects for SIDS  

Project Category Current and future risks to 
be addressed Potential supports 

Disaster Risk 
Reduction /Hydro-
meteorological 
administration 

Extreme events (tropical 
depression, floods, tidal 
surges, landslides, etc.) 

- Community disaster risk 
management 

- Early warning system 
- Mainstreaming of DRM into 

national development plan 
- Infrastructure 

Water 
Droughts, groundwater 
contamination (by salt and/or 
other pollutants) 

- Water supply  
- Desalination 
- Wastewater treatment 

Terrestrial and 
marine ecosystem 
management 

Coastal erosion, ecosystem 
disruption and subsequent 
losses in biological resources  

- Ecosystem conservation 
- Research  

Forest 
Forest loss/degradation and 
subsequent losses in 
biological resources  

- Forest management
- Satellite monitoring 

 

Fisheries Sea surface temperature  rise, 
decline of fish catch 

- Aquafarming 
- Fisheries management 
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Project examples: Disaster Risk Reduction /Hydro-
meteorological administration 
  

8 

 
- Dispatch of Japan Disaster Relief 

Team 
- Provision of aid supply  

 
- Formulation of disaster risk management plans 
- Preparation of hazard map, evacuation training 
- Early warning system in place (2) Emergency Response 

(1)Prevention  
Disaster 

- Rehabilitation of damaged 
infrastructure 

- Mental care 

(3) Rehabilitation and recovery  

Approach to Disaster Risk Management  

9 

2010-2013 
 Expected Outputs 
(1) A flood warning system is in 
place and appropriately 
managed by the agency, and 
the target community residents 
understood and respond it 
accordingly. 
(2) Management capacity of 
National Disaster Management 
Office is strengthened. 
(3) The community's awareness 
on disaster preparedness is 
enhanced 
 

Public 
Help  

National Disaster management 
plan, Improvement of evacuation 
system, Early warning system 

Mutual 
Help 
 

River bank maintenance by 
community, Community flood 
monitoring , Hazard mapping 

Self Help 
 

Protection of own property, Family 
evacuation plan, Learning disaster 
and risk management

 Disaster Risk Management at various levels  

Technical Cooperation 

Fiji and Solomon: Strengthening Capacity of Community 
Disaster Risk Management in the Pacific Region 

10 

Caribbean Disaster Management Project Phase 2 

Barbados, Guyana, Grenada, Saint Lucia, Dominica, Belize 
 
2009-2012 
 
- Cooperation with CDEMA (Caribbean Disaster 

Emergency Management Agency) since 2002 
 

- Capacity development at community/institutional 
levels for protection against floods  
 

- ‘Regional Approach’ and enhanced partnership 
among related organizations/institutions 

Technical Cooperation 

11 

Enhancing weather 
forecasting capacity and 
reducing vulnerability to 
natural disasters 
through improvement of 
hydro-met system and 
facilities 

“Program Grant Aid  
for Environment and Climate Change” 

(2010～2013, about  8 mil USD） 
 
Grant aid offering a combination of facilities 
and equipment and technical support for 
their O&M 

 Samoa:  Program for Improving the Weather Forecasting 
System and Meteorological Warning Facilities  

  
• Expected outcomes include: 
  
- Improving nation-wide meteorological 

monitoring system with early warning 
 

- Improving local scientific knowledge of 
weather impacts and global climate 
change research  

Grant 

12 

Stand-by Emergency Credit  
for Urgent Recovery (SECURE) 

 SECURE will provide quick disbursement for recovering from natural disasters 
when it occurs, as stand-by credit, by signing Loan Agreement in advance. 

 Prerequisite conditions are as follows; 
     - Sound macroeconomic and public financial management 
     - To have action plans for disaster prevention by utilizing Japan’s technical 

cooperation 
  Ceiling amount is USD100 million or 0.25% of GDP, whichever is less. 
  Project period is 3 years in principle and will be extended up to a maximum 

of 15 years. 
 The terms and conditions of 0.01% with 40-year repayment period regardless 

of income level.  
 Commitments made: Philippines, Peru, (El Salvador - pledged) 

ODA Loan 
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Project examples: Water, Ecosystem Management, 
Forest 

14 

Cape Verde: Water Supply Development Project in 
Santiago Island 

Loan Agreement: December 2013 
Amount: 15,292 million JPY 
Completion of the Project: 2019 
 
Purpose: Construction of desalination and  
      water transmission facilities  
  
Application of Japanese technologies:  
 - Energy-saving and efficient membrane desalination technology 
 - High-pressure water transmission technology  
 
Water supply capacity : 40,000 m3/day 
 
Improvement of water supplied population:  
     151,000 (2012)  274,000 (2020) 
 
Improvement of water supply connection rate: 
      54.6%  95.0% 
 
 
http://www.jica.go.jp/english/news/press/2013/20131224_02.html 

Signing ceremony 

ODA Loan 

Water supply network plan 
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Tuvalu: Eco-Technological Management of Tuvalu 
against Sea Level Rise 

Period: 2009-2014 
Purpose:  
- Development of a sand production-transportation-sedimentation model and 

eco-engineering technology to create/ restore sandy beach 
- Capacity building to conserve/ restore the coastal environment and ecosystem 
Research areas: 
- Environmental conditions for increasing star sand 
- Relationship between ocean current and star sand transport 
- Monitoring of changes of geographical formation, ecosystem using satellite 

images  

http://www.jst.go.jp/global/english/case/environment_energy_3.html 

SATREPS 

SATREPS: JICA/JST co-funded Science and Technology Research Partnership 
16 

Palau: Protection of Coral Reef 

2000: Japanese Grant Aid  
Palau International Coral Reef Center established  
 
2000-2012: JICA Technical Cooperation 
- Institutional and Human resources 

Development 
- Monitoring Scheme for Marine Protected Areas 

Network 
 
2013-2018: SATREPS 
- Ryukyu University (Okinawa) 
- Protection and management of coral reef in 

Micronesia region 
- Policy proposals on adaptive reef management, 

based on responses studies against multiple 
stresses 

Grant/ Technical Cooperation/ SATREPS  

17 

Background: 
- One of the largest rainforest in the world 
- Significant forest loss and degradation due to unsustainable logging and land 
conversion to farm land 
 
Purpose:  
-Sustainable preservation and management of forest 
 
Capacity building: 
- Utilization of satellite images and GIS system to  
       develop nation-wide forest map 
 

Papua New Guinea： Capacity Development on Forest 
Resource Monitoring for Addressing Climate Change

Technical Cooperation 

PNG has 29 million m2 of forest  

Satellite image and GIS system 
was provided by Japanese Grant 18 

Vanuatu: Rich Foreshore Project  

Problem: Decrease of marine resources 
 
Purpose: Implementation of effective community 
based coastal resource management 
 
Phase 1: 2006-2009  
- Targets Department of Fisheries 
-  Introduction of  aquafarming of shellfish 
- Community based coastal resource management 
 
Phase 2: 2012-2014 
- Expand the target area 
- Encourage Department of Fisheries to promote 

effective community based coastal resource 
management 

 

Sea water aquafarming facility 
(introduced in Phase 1) 

Fish processed for sale at 
Branch Office of Department of 
Fisheries 

Technical Cooperation 

http://www.jica.go.jp/english/news/press/2013/20131224_02.html
http://www.jica.go.jp/english/news/press/2013/20131224_02.html
http://www.jica.go.jp/english/news/press/2013/20131224_02.html
http://www.jica.go.jp/english/news/press/2013/20131224_02.html
http://www.jica.go.jp/english/news/press/2013/20131224_02.html
http://www.jica.go.jp/english/news/press/2013/20131224_02.html
http://www.jst.go.jp/global/english/case/environment_energy_3.html
http://www.jst.go.jp/global/english/case/environment_energy_3.html
http://www.jst.go.jp/global/english/case/environment_energy_3.html
http://www.jst.go.jp/global/english/case/environment_energy_3.html
http://www.jst.go.jp/global/english/case/environment_energy_3.html
http://www.jst.go.jp/global/english/case/environment_energy_3.html
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Concluding remarks 
 JICA promotes creation of co-benefits through 

cooperation for climate change adaptation. 
 

 Mainstreaming climate change adaptation in 
development activities in different sectors is an 
effective and efficient approach to create co-
benefits and mobilizing financial resources for 
climate change adaptation.  
 

 Climate change adaptation is a challenging 
task that requires a broad range of expertise 
and experience. Hence, partnership is the key. 
 

 Japan/JICA is always an active and reliable 
partner for SIDS. 

20 

Discussion Points 

 What kind of support is needed in your country? 
 

 What are the challenges in implementing 
adaptation projects? 
 

 What is merit and/or demerit of regional 
cooperation? 
 

 Do you find any problems in coordination among 
donors? 

21 

 
Office for Climate Change, Global Environment Department  
Japan International Cooperation Agency (JICA)     
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/ 
E-mail:  gegoc@jica.go.jp 
 

Thank you for your attention. 
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Supplementary Material 

23 

Project Formulation 
 

Operational flow of Technical Cooperation

Preparatory Survey 

Project Preparation 
and Commitment 
  

Project Implementation 
 
 
 
 
 
 
  

Ex-post Evaluation 
 
 
 
 

Detailed Design Survey 
Sign the Record of 

Discussion(R/D) 

Expert Assignment Provision of  
Equipment Training Program 

Completion Evaluation 

Monitoring 

Extension Next Phase Follow-up 
Cooperation 

Post Evaluation 
24 

Official request to GOJ 

Appraisal by JICA 

Inter-governmental 
Agreement 

Project Implementation 

 Feasibility Study 
Operational Flow of ODA Loan 

Loan Agreement with JICA 

Post evaluation 

http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
http://www.jica.go.jp/english/our_work/climate_change/
mailto:gegoc@jica.go.jp
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Workshop  

有限会社 クライメート・エキスパーツ



Climate Experts, Ltd. 

Naoki Matsuo 
n_matsuo@climate-experts.info

 At a glance... 

 Support by developed countries for “carrot” 

 MRV for “stick” 

 MRV for what? 

  For reliable amount of emission reductions 
 Transparency and Liability (to obtain support...) 

  For “better performance” of the action 
 PDCA; KAIZEN practice

 Types of NAMAs (‘Nationally’ Appropriate Mitigation Actions) 

 Macroeconomic target setting 
 e.g., 25% reduction from 1990 level in 2020 

 Specific action(s) – Governmental action(s) (?!) 
 Government ‘promoted’ actions 

 Government funded actions (specific project (supported by donors), ...) 
 Government coordinated actions (LED promotion program, SHS program, ) 
 Government incentivized actions (feed-in tariff, (de-)regulation, ...) 
 Government informed actions (campaign, PR, ...) 

 Easier and necessary to track/check the status/performance (“MRV”) 

 Characteristics of small island states 

 Small population (10 K–1 M) 

  Little natural resources and High commodity prices 

 Targeted area of actions 

 Highly energy consuming activities (e.g., power supply, fishery, ...) 

 Economically important activities (e.g., tourism, telecom, ...) 

 Highly effective technology is available (e.g., refrigeration, LED, ...) 

 How to incentivize/realize the actions? 

  Energy supply (‘quality’ of power is a key parameter) 
  PV(/wind/wave)-Diesel hybrid system (w/ or w/o storage) 

  for utilities, for companies, for communities, for telecom companies 

  Energy auditing by experts 
  Capacity building program for energy auditing company/experts 

  For hotels, fishery industry, commercial buildings, other factories, ... 

  Capacity building program for operator/engineer of the factories 

  Tourism (highly reliable power needed) 
  Energy auditing for hotels (energy saving and/or PV integration) 

  Rating system for environment (as a marketing tool) 

  Fishery (lower quality power is sufficient) 
  Refrigeration/freezing system energy saving 

  Energy storage business (?) 



 Telecom (highly reliable power needed) 
  PV-diesel hybrid system w/ storage 

 Desalination (lower quality power is sufficient) 

 Transportation 
  Electrical motorbike 
  High efficient commuting boat 
  PV-LED street light 

 Commercial and Residential Buildings 
  Energy auditing for lighting (LED) and air conditioning (inverter) 

 Waste sector 
  Biogas / composting of organic wastes with segregation 
  Plastic waste treatment (incl. make it as fuel)

 Cross-cutting areas 

 Energy storage by refrigerator/freezer 

 Energy serving business for inhabitant island and resort island 

 Waste to energy 

 Essential elements 

 System (NOT element technologies) 

 Experts and capacity building 

 PDCA/KAIZEN practice for O&M 

 How to incentivize the players 

 JICA’s Tools 
  Technical cooperation 

 Capacity building 
  For policy makers 
  Training for trainers 
  Textbook, manuals preparation 

  Surveys, Feasibility studies 
 Master plan / Policy-making 
  Specific governmental program 
  Follow-up 

  Financial support 
  Pilot activities with studies 
  Full activities (grant) 
  Full activities (loan)

 Areas 
  NAMA Specific 

 MRV design, ... 

  Energy auditing 
 Factory energy saving 

 PV integration 
 Buildings energy saving 

  Energy/power system 

  Waste technologies 

  Policy instruments and 
institutional design 

  ... 

1.  What type of climate mitigation action(s) you want to 
implement as a NAMA? 

2.  Who is(are) the player(s)?  How to incentivize the player(s)? 

3.  What you can do for implementation/realization of the 
action? 

4.  What barrier you are facing at? 

5.  What you expect developed  
countries to support and how?
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